
第三部　短期大学関係法令Ｑ＆Ａ





短期大学関係法令Ｑ＆Ａ

～短期大学設置基準関係～

■必修と選択について■

Ｑ１　開設する授業科目の「必修」「選択」の割合は，各短期大学で決定できるか。また，全

て選択科目としてもよいか。

Ａ　必修と選択の割合については法令上の規定はないので，その教育目的，教育方針等に基づいて，

各短期大学が学則で定めればよいことになる。ただし，短期大学設置基準第６条に「教育課程は，

各授業科目を必修科目及び選択科目に分け，これを各年次に配当して編成するものとする。」と

あるように，全て選択科目とすることは適切でない。各学科には，当然，その学科としての“教

育理念・目標”があるはずであり，いわゆる“コース制”を設けている学科であったとしても，コー

スに関らず，その学科に所属する学生全員が履修すべき科目を学科の必修科目として配置すべき

である。なお，いわゆる“選択必修”は，学則上は，選択科目に該当する。

■登録単位数の上限について■

Ｑ２　履修科目の登録単位の上限は何単位が適当か。

Ａ　この規定のねらいは，１単位の授業科目は 45 時間の学修を必要とする内容を持って構成する

ことを標準とする単位制度の趣旨に沿った十分な学習量を確保することにある。実際の上限単位

数は，設置基準上の卒業要件単位が 62 単位であることを踏まえつつ，各短期大学がそれぞれ判

断することになる。なお，登録単位数の上限については，学則等に規定するよう努められたい。

■ボランティア活動の単位認定について■

Ｑ３　夏期休暇中に，学生が地域のボランティア活動に参加した場合，その活動に対して単

位を与えることはできるか。

Ａ　できない。ただし，各短期大学が授業の一環としてこれらの活動等を取り入れることは可能で

ある。
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■単位修得を希望しない者を科目等履修生として受け入れることについて■

Ｑ４　単位の修得を希望しない者を科目等履修生として受け入れることは可能か。

Ａ　科目等履修生の制度のねらいは，従来，単位の修得が不可能であったものを可能にした点にあ

り，単位の修得を義務付けたものではないので，単位の修得を希望しないものを受け入れること

は可能である。

■他短期大学等の在学生を科目等履修生として受け入れることについて■

Ｑ５　他の短期大学，大学等に在籍している者を科目等履修生として受け入れることは可能か。

Ａ　制度上は不可能ではないが，短期大学，大学間との単位互換協定を活用することにより，“特

別聴講学生”として受け入れることが望ましい。

■サテライト教室について■

Ｑ６　短期大学においてもサテライト教室を開設することが可能か。

Ａ　可能である。平成 15 年３月の改正により，「授業の一部を，校舎及び附属施設以外の場所で

行うことができる」（短期大学設置基準第 11 条第４項）ようになった。授業の対象としては，

社会人（実務の経験を有する者）のほか，単位互換による授業を受ける者であって，当該授業を

実施する短期大学の校舎等に継続的に通学することが困難なものなども想定されると施行通知に

は述べられている。

　なお，サテライト教室を開設する場合の要件については，文科省告示第 51 号を参照されたい。

■専任教員の年齢構成について■

Ｑ７　専任教員の年齢制限（設置基準上の必要専任教員数の算定上の制限）が廃止されたのに

伴い，新たに短期大学設置基準第 20 条第３項が設けられ，「教員の構成が特定の範囲の年

齢に著しく偏ることのないよう配慮するもの」とされたが，その際の具体的な目安はあるか。

Ａ　年齢構成がある特定の範囲に偏っていると，教育研究水準の維持向上，またその活性化の観点

から問題がある。また，定年を迎える教員が一時に集中し，その後の教員採用に支障をきたすお

それも生じる。具体的な目安となるものはないが，それぞれの短期大学の実情に即しつつ，各世

代の教員がバランスよく配置されていることが望ましい。



■既修得単位，単位互換等による修得単位数の上限■

Ｑ８　入学前の既修得単位，いわゆる単位互換に係る修得単位，短期大学又は大学以外の教

育施設等における学修については，それぞれ最大何単位まで認定することができるか。

Ａ　短期大学設置基準の第 14 条には，他の短期大学又は大学における授業科目の履修等（単位互

換制）に係る単位の認定，第 15 条には短期大学又は大学以外の教育施設等における学修に係る

単位の認定，第 16 条には入学前の既修得単位等の認定について規定されている。これら各条に

おける修得単位の限度については次の表のようにまとめた。

　（平成３年文部省告示第 69 号）平成 11 年３月 31 日一部改正

区 分 設 置 基 準 認定可能単位数（2 年制） 認定可能単位数（3 年制）

A A １ 他の短大・大学の授業科目の履

修

（第 14 条第 1 項）

A

A ＋ C

B

B ＋ C

C

A ＋ B ＋ C

30 単位

30 単位

30 単位

45 単位

30 単位

45 単位

A

A ＋ C

B

B ＋ C

C

A ＋ B ＋ C

46 単位

46 単位

46 単位

53 単位

46 単位

53 単位

A ２ 短大・大学以外の教育施設等に

おける

（第 15 条第 1 項）

B 外国の短大・大学への留学

（第 14 条第 2 項）

C C １ 入学前の短大・大学の授業科目

の履修

（第 16 条第 1 項）

C ２ 入学前に行った短大・大学以外

の教育施設等における学修

（第 16 条第 2 項）

最大限の認定可能単位数 A ＋ B ＋ C　45 単位 A ＋ B ＋ C　53 単位

（注）１．夜間学科等で，卒業要件単位が 62 単位以上の３年制短期大学は，２年制短期大学と同

様の扱いとなる。

２．Ｃについては，①他の短期大学から編入学，転学等してくる場合の単位の認定，②入学

する短期大学で既に修得した単位がある場合の単位の認定については，前記の取扱いとは

別に，当該短期大学において何単位まで認定するかを決定できる。
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■長期履修学生受入れに伴う学則変更について■

Ｑ９　長期履修学生を受け入れる際，どのように学則を変更したらよいか。

Ａ　長期履修学生の定義及びこれを受け入れる旨の条文，長期履修学生の授業料等の費用徴収に関

する事項については学則上に規定することが必要となる。また，在学年限についても学則等に規

定することが適当である。

■長期履修学生の学生数のカウントについて■

Ｑ 10　長期履修学生のカウントの仕方は，どのようにしたらよいか。

Ａ　正規の学生として扱うので，原則として定員の内としてカウントする。ただし，一般の学生と

履修形態が異なることから，収容定員超過率については，その実員に一定の係数（修業年限を長

期履修学生の在学期間で除して得られた数）を乗じて算定するものとされている。

■長期履修学生の履修単位数の上限について■

Ｑ 11　一学期に履修できる単位数に上限を定めなければならないか。

Ａ　上限を定めることが望ましい。この場合，履修期間が長期にわたることを勘案し，上限単位数

については，一般学生のそれとは別に定める必要がある。また，長期履修学生の在学予定期間に

応じて一学期又は一年間の上限単位を変えることも考えられるが，これについては内規等で定め

ておくことが適当である。また，必要と認められる場合には在学予定期間を途中で変えられるよ

うにすること，また一般の学生と長期履修学生との間で履修形態の“切替え”ができるようにし

ておくことは制度の趣旨に沿うものであり，単位数の上限と併せて，学則等において規定してお

くことが必要である。

■長期履修学生の授業料納入方法について■

Ｑ 12　授業料等の納入方法はどのようにすればよいか。

Ａ　２年間で卒業する学生との均衡に配慮し，修業年限分の授業料の総額を在学予定年数にあわせ

て計画的に分割納入する方法や，１単位あたりの単価を決め履修単位数に応じて納入させる方法

など，各短期大学で決定することが可能である。



～学科の設置，収容定員変更関係～

■既設学科の分野の範囲内の学科の設置について■

Ｑ 13　既設の学科の分野の範囲内で新たな学科を設置する場合は，届出でよいか。

Ａ　届出でよい。また，既設の学科の廃止に伴い，当該廃止学科の分野の範囲内で新たな学科を設

置する場合についても届出でよい。なお，当該案件が届出に該当するか否かを判断するに当たっ

ては，大学設置・学校法人審議会大学設置分科会運営委員会へ事前に相談することができる。

■既設学科の統合について■

Ｑ 14　既設の学科を統合し，新学科を設置する場合は，届出でよいか。

Ａ　既設の学科の分野の範囲内での新学科の設置は届出でよい。ただ，新学科の分野が既設の学科

の分野だけでなく他の分野も含む場合は，既設の学科の教員から，新学科の教員基準数の２分の

１以上が移行する場合に限られる。２分の１に満たない場合は，「認可事項」となる。なお，こ

の場合も大学設置・学校法人審議会大学設置分科会運営委員会へ事前に相談することができる。

■同一分野内で異なる専攻領域の学科の設置について■

Ｑ 15　新たな学科の分野が，既設の学科の分野の範囲内と認められれば，“専攻領域”が異なる

場合（例えば，国文科を有する短期大学が英文科を設置する場合）であっても，届出でよいか。

Ａ　届出でよい。

■学科統合の際の教員基準数等の算出について■

Ｑ 16　既設の学科を統合し，新学科を設置する場合，当該新学科の教員基準数，基準校舎面

積の算出方法は？

Ａ　新学科に該当する取り扱いによる積算とする。
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■いずれの分野にも該当しない学科の設置について■

Ｑ 17　新設しようとする学科が，文科省告示第 39 条に示されている「学科の分野」のいず

れにも該当しない場合はどうなるのか。

Ａ　学科の分野に該当しない場合があるかは不明であるが，少なくとも複数の分野の複合によると

考えられる。この場合は，新設学科の分野の一つが，既設学科の分野を含む場合は，その一つの

分野の学科から教員が新学科に，新学科の教員基準数の２分の１以上移行する場合には，認可を

要せず届出となる。この場合も，大学による適する分野の考えに基づき，大学設置・学校法人審

議会大学設置分科会運営委員会へ事前に相談することができる。

■届出による学科設置の場合の教員審査について■

Ｑ 18　届出により新たな学科を設置することが可能な場合は，教員審査は不要となるのか。

Ａ　不要である。教員採用の的確性の判断については，短期大学設置基準に定めるところに従い，

各短期大学の責任において行うこととなる。

■学年進行中の学科の改組について■

Ｑ 19　完成年度を迎えていない（学年進行中の）新設学科の改組は認められるか。

Ａ　制度上，完成年度を迎えていなければ新学科の改組等を行うことができない旨の規定があるわ

けではないが，在学生等からの苦情等を受けないよう，在学生等が不利益を被らない等の配慮を

図ることが必要と考える。

■工業（工場）等制限区域・準制限区域における学科の設置等について■

Ｑ 20　首都圏，近畿圏，中部圏における工業（工場）等制限区域・準制限区域内での学科の

設置や収容定員の増加は可能か。

Ａ　可能である（医師，歯科医師，獣医師及び船舶職員の養成に係る大学，学部等を除く）。平成

14 年８月の中央教育審議会の答申を受け，大学，学部等の設置審査についての上記区域におけ

る設置や収容定員増についての抑制的な取扱い方針も撤廃された。
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■短期大学等の設置にかかる教員組織，施設設備等の段階的な整備について■

Ｑ 21　文部科学省告示第 52 号に，新たに短期大学等を設置する場合の教員組織，校舎等の

施設及び設備の段階的な整備について定められているが，この告示は，同一分野内にお

ける新たな学科の設置等，“届出事項”に該当する場合にも適用されるのか。また，収容

定員増に係る認可及び届出についてもこの告示は適用されるのか。

Ａ　届出事項に該当する学科の設置であっても，短期大学設置基準の規定により段階的に整備する

ことができる。収容定員増減についても同様。

■短期大学等の設置，収容定員増等の際の入学定員超過率の取扱いについて■

Ｑ 22　文部科学省告示第 45 号に，短期大学等の設置や収容定員増等の認可に際しては，過

去の平均入学定員超過率が原則として 1.3 倍未満であることが認可の条件とされている

が，この告示は，届出事項に該当する学科の設置や収容定員増の場合にも適用されるのか。

Ａ　この告示は，届出に該当する学科の設置及び収容定員増の場合には適用されない。

■収容定員の大学短期大学間の振替えについて■

Ｑ 23　短期大学全体の収容定員が純増となる場合であっても，大学から短期大学へ振替えを行

うことにより，同一法人内の大学，短期大学全体の収容定員が変わらなければ，届出でよいか。

Ａ　認可事項となる。収容定員に関して届出か認可かについての判断は，法人全体としてではなく，

あくまで学校種ごとに行い，その結果，定員増となる場合には認可事項となる。

■収容定員の学科間の振替えについて■

Ｑ 24　学科の分野が同じであるか異なるかに関らず，短期大学内の学科間の収容定員の振替

えを行う場合は，届出事項となるか。

Ａ　短期大学全体の収容定員が増加しない場合は届出事項となる。
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■校舎敷地，運動場等が分かれている場合について■

Ｑ 25　従来，同一学科の校舎敷地が 2 つ以上の団地に分かれている場合であっても，徒歩 10

分以内であれば，同じ敷地にあるものと認められ，団地ごとに必要専任教員を置く必要

がなかったが，今回の設置基準等の改正により，この点に変更はあるか。

Ａ　中央教育審議会の答申を踏まえ，従来の大学設置分科会長決定の内規はすべて廃止され，必要

な規定のみ設置基準等の法令に位置づけたところである。これにより，別地の要件としての時間

的な制約は廃止されたが，教育研究上に支障がないことが大前提であることに変更はない。この

場合の専任教員数は団地ごとではなく学科ごとに当該専任教員基準数を置くこととなる。

注）上記～学科の設置，収容定員変更関係～については，平成 18 年度までのものです。平成

19 年度から，大学の設置等に係る認可申請・届出の手続や書類の様式等が変わりました。学

科の設置等を検討される場合は，文部科学省高等教育局大学振興課大学設置室に必ずご相談く

ださい。

　なお，申請・届出に係る手続等の概要，関係法令等は，文部科学省 HP で確認することがで

きます。

〈参考〉

　文部科学省 TOP →教育→大学・短大・専門教育に関すること→大学設置認可



資料１ 　短 期 大 学 設 置 基 準



196



197

□　短期大学設置基準

( 昭和 50 年 4 月 28 日 ）　
文部省令　第 21 号　　

最終改正　平成 19 年 7 月 31 日　文部科学省令第 22 号

　学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 3 条，第 8 条及び第 88 条の規定に基づき，短期大学

設置基準を次のように定める。

目　次

　第 1 章　総則（第 1 条－第 2 条の 3）

　第 2 章　学科（第 3 条）

　第 3 章　学生定員（第 4 条）

　第 4 章　教育課程（第 5 条－第 12 条）

　第 5 章　卒業の要件等（第 13 条－第 19 条）

　第 6 章　教員組織（第 20 条－第 22 条）

　第 7 章　教員の資格（第 22 条の 2 －第 26 条）

　第 8 章　校地，校舎等の施設及び設備等（第 27 条－第 33 条の 4）

　第 9 章　事務組織等（第 34 条・第 35 条）

　第10 章　雑則（第 36 条・第 37 条）

附　則

　　第１章　総　　則

　（趣旨）

第１条　短期大学は，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）その他の法令の規定によるほか，こ

の省令の定めるところにより設置するものとする。

２　この省令で定める設置基準は，短期大学を設置するのに必要な最低の基準とする。

３　短期大学は，この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとよ

り，その水準の向上を図ることに努めなければならない。

　（情報の積極的な提供）

第２条　短期大学は，当該短期大学における教育研究活動等の状況について，刊行物への掲載その

他広く周知を図ることができる方法によって，積極的に情報を提供するものとする。

　（教育研究上の目的の公表等）

第２条の２　短期大学は，学科又は専攻課程ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育研究上
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の目的を学則等に定め，公表するものとする。

　（入学者選抜）

第２条の３　入学者の選抜は，公正かつ妥当な方法により，適当な体制を整えて行うものとする。

　　第２章　学　　科

　（学科）

第３条　学科は，教育研究上の必要に応じ組織されるものであって，教育組織その他が学科として

適当な規模内容をもつと認められるものとする。

２　学科には，教育上特に必要があるときは，専攻課程を置くことができる。

　　第３章　学生定員

　（学生定員）

第４条　学生定員は，学科ごとに学則で定めるものとする。この場合において，学科に専攻課程を

置くときは，専攻課程を単位として学科ごとに定めるものとする。

２　前項の場合において，第 12 条の規定による昼夜開講制を実施するときは，これに係る学生定

員を，第 36 条の規定により外国に学科その他の組織を設けるときは，これに係る学生定員を，

それぞれ明示するものとする。

３　学生定員は，教員組織，校地，校舎その他の教育上の諸条件を総合的に考慮して定めるものと

する。

４　短期大学は，教育にふさわしい環境の確保のため，在学する学生の数を学生定員に基づき適正

に管理するものとする。

　　第４章　教育課程

　（教育課程の編成方針）

第５条　短期大学は，当該短期大学及び学科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自

ら開設し，体系的に教育課程を編成するものとする。

２　教育課程の編成に当たっては，短期大学は，学科に係る専門の学芸を教授し，職業又は実際生

活に必要な能力を育成するとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性

を涵養するよう適切に配慮しなければならない。

　（教育課程の編成方法）

第６条　教育課程は，各授業科目を必修科目及び選択科目に分け，これを各年次に配当して編成す

るものとする。

　（単位）

第７条　各授業科目の単位数は，短期大学において定めるものとする。

２　前項の単位数を定めるに当たっては，1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容を

もって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必
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要な学修等を考慮して，次の基準により単位数を計算するものとする。

一　講義及び演習については，15 時間から 30 時間までの範囲で短期大学が定める時間の授業

をもって 1 単位とする。

二　実験，実習及び実技については，30 時間から 45 時間までの範囲で短期大学が定める時間

の授業をもって 1 単位とする。ただし，芸術等の分野における個人指導による実技の授業につ

いては，短期大学が定める時間の授業をもって 1 単位とすることができる。

三　1 の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち 2 以上の方法の併用により

行う場合については，その組み合わせに応じ，前二号に規定する基準を考慮して短期大学が定

める時間の授業をもって 1 単位とする。

３　前項の規定にかかわらず，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，これらの学修の成果

を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これらに必要な学修等を考慮して，

単位数を定めることができる。

　（1 年間の授業期間）

第８条　1 年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，35 週にわたることを原則とする。

　（各授業科目の授業期間）

第９条　各授業科目の授業は，10 週又は 15 週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし，

教育上特別の必要があると認められる場合は，これらの期間より短い特定の期間において授業を

行うことができる。

　（授業を行う学生数）

第10条　1 の授業科目について同時に授業を行う学生数は，授業の方法及び施設設備その他の教育

上の諸条件を考慮して，教育効果を十分にあげられるような適当な人数とするものとする。

　（授業の方法）

第11条　授業の方法は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用

により行うものとする。

２　短期大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，前項の授業を，多様なメディアを高度

に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

３　短期大学は，第 1 項の授業を，外国において履修させることができる。前項の規定により，多

様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても，

同様とする。

４　短期大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，第 1 項の授業の一部を，校舎及び附属

施設以外の場所で行うことができる。

　（成績評価基準等の明示等）

第11条の２　短期大学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに 1 年間の授業の計画をあらか
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じめ明示するものとする。

２　短期大学は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保す

るため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行

うものとする。

　（教育内容等の改善のための組織的な研修等）

第11条の３　短期大学は，当該短期大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及

び研究を実施するものとする。

　（昼夜開講制）

第12条　短期大学は，教育上必要と認められる場合には，昼夜開講制（同一学科において昼間及び

夜間の双方の時間帯において授業を行うことをいう。）により授業を行うことができる。

　　第５章　卒業の要件等

　（単位の授与）

第13条　短期大学は，1 の授業科目を履修した学生に対し，試験の上単位を与えるものとする。た

だし，第 7 条第 3 項の授業科目については，短期大学の定める適切な方法により学修の成果を

評価して単位を与えることができる。

　（履修科目の登録の上限）

第13条の２　短期大学は，学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業の要件と

して学生が修得すべき単位数について，学生が 1 年間又は 1 学期に履修科目として登録するこ

とができる単位数の上限を定めるよう努めなければならない。

２　短期大学は，その定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得した学生につい

ては，前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

　（他の短期大学又は大学における授業科目の履修等）

第14条　短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が短期大学の定めるところにより他の短期

大学又は大学において履修した授業科目について修得した単位を，修業年限が 2 年の短期大学に

あっては 30 単位，修業年限が 3 年の短期大学にあっては 46 単位（第 19 条の規定により卒業

の要件として 62 単位以上を修得することとする短期大学にあっては 30 単位）を超えない範囲

で当該短期大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２　前項の規定は，学生が，外国の短期大学又は大学に留学する場合，外国の短期大学又は大学が

行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合及び外国の短期大学又は大学の教

育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，

文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場

合について準用する。

　（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修）
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第15条　短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，当該短期大学における授業科目の履修と

みなし，短期大学の定めるところにより単位を与えることができる。

２　前項により与えることができる単位数は，修業年限が 2 年の短期大学にあっては前条第 1 項

及び第 2 項により当該短期大学において修得したものとみなす単位数と合わせて 30 単位，修業

年限が 3 年の短期大学にあっては前条第 1 項及び第 2 項により当該短期大学において修得した

ものとみなす単位数と合わせて 46 単位（第 19 条の規定により卒業の要件として 62 単位以上を

修得することとする短期大学にあっては 30 単位）を超えないものとする。

　（入学前の既修得単位等の認定）

第16条　短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該短期大学に入学する前に短期大学又

は大学において履修した授業科目について修得した単位（第 17 条第 1 項の規定により修得した

単位を含む。）を，当該短期大学に入学した後の当該短期大学における授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。

２　短期大学は，教育上有益と認めるときは，学生が当該短期大学に入学する前に行った前条第 1

項に規定する学修を，当該短期大学における授業科目の履修とみなし，短期大学の定めるところ

により単位を与えることができる。

３　前 2 項により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，転学等の場合を除き，

当該短期大学において修得した単位以外のものについては，第 14 条第 1 項及び前条第 1 項によ

り当該短期大学において修得したものとみなす単位数と合わせて，修業年限が 2 年の短期大学に

あっては，30 単位，修業年限が 3 年の短期大学にあっては，46 単位（第 19 条の規定により卒

業の要件として 62 単位以上を修得することとする短期大学にあっては，30 単位）を超えない

ものとする。この場合において，第 14 条第 2 項により当該短期大学において修得したものとみ

なす単位数と合わせるときは，修業年限が 2 年の短期大学にあっては，45 単位，修業年限が 3

年の短期大学にあっては，53 単位（第 19 条の規定により卒業の要件として 62 単位以上を修得

することとする短期大学にあっては 45 単位）を超えないものとする。

　（長期にわたる教育課程の履修）

第16条の２　短期大学は，短期大学の定めるところにより，学生が，職業を有している等の事情に

より，修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する

旨を申し出たときは，その計画的な履修を認めることができる。

　（科目等履修生等）

第17条　短期大学は，短期大学の定めるところにより，当該短期大学の学生以外の者で 1 又は複数

の授業科目を履修する者（以下「科目等履修生」という。）に対し，単位を与えることができる。

２　科目等履修生に対する単位の授与については，第 13 条の規定を準用する。
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３　短期大学は，科目等履修生その他の学生以外の者（次項において「科目等履修生等」という。）

を相当数受け入れる場合においては，第 22 条，第 30 条及び第 31 条に規定する基準を考慮して，

教育に支障のないよう，それぞれ相当の専任教員並びに校地及び校舎の面積を増加するものとす

る。

４　短期大学は，科目等履修生等を受け入れる場合においては，1 の授業科目について同時に授業

を行うこれらの者の人数は，第 10 条の規定を踏まえ，適当な人数とするものとする。

　（卒業の要件）

第18条　修業年限が 2 年の短期大学の卒業の要件は，短期大学に 2 年以上在学し，62 単位以上を

修得することとする。

２　修業年限が 3 年の短期大学の卒業の要件は，短期大学に 3 年以上在学し，93 単位以上を修得

することとする。

３　前 2 項の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち，第 11 条第 2 項の授業の方法

により修得する単位数は，修業年限が 2 年の短期大学にあっては 30 単位，修業年限が 3 年の短

期大学にあっては 46 単位（第 19 条の規定により卒業の要件として 62 単位以上を修得すること

とする短期大学にあっては 30 単位）を超えないものとする。

　（卒業の要件の特例）

第19条　夜間において授業を行う学科その他授業を行う時間について教育上特別の配慮を必要とす

る学科（以下「夜間学科等」という。）に係る修業年限が 3 年の短期大学の卒業の要件は，前条

第 2 項の規定にかかわらず，短期大学に 3 年以上在学し，62 単位以上を修得することとするこ

とができる。

　　第６章　教員組織

　（教員組織）

第20条　短期大学は、その教育研究上の目的を達成するため，学科の規模及び授与する学位の分野

に応じ，必要な教員を置くものとする。

２　短期大学は，教育研究の実施に当たり，教員の適切な役割分担の下で，組織的な連携体制を確

保し，教育研究に係る責任の所在が明確になるように教育組織を編成するものとする。

３　短期大学は，教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため，教員の構成が特定の

範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする。

４　短期大学は，2 以上の校地において教育を行う場合においては，それぞれの校地ごとに必要な

教員を置くものとする。なお，それぞれの校地には，当該校地における教育に支障のないよう，

原則として専任の教授又は准教授を少なくとも 1 人以上置くものとする。ただし，その校地が隣

接している場合は，この限りでない。

第20条の２　短期大学は，教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）につい
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ては原則として専任の教授又は准教授に，主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく専任

の教授，准教授，講師又は助教に担当させるものとする。

２　短期大学は，演習，実験，実習又は実技を伴う授業科目については，なるべく助手に補助させ

るものとする。

　（授業を担当しない教員）

第21条　短期大学には，教育研究上必要があるときは，授業を担当しない教員を置くことができる。

第21条の２　教員は，1 の短期大学に限り，専任教員となるものとする。

２　専任教員は，専ら前項の短期大学における教育研究に従事するものとする。

３　前項の規定にかかわらず，短期大学は，教育研究上特に必要があり，かつ，当該短期大学にお

ける教育研究の遂行に支障がないと認められる場合には，当該短期大学における教育研究以外の

業務に従事する者を，当該単位大学の専任教員とすることができる。

　（専任教員数）

第22条　専任教員の数は，別表第 1 により定める教授，准教授，講師又は助教の数以上とする。

　　第７章　教員の資格

　（学長の資格）

第22条の２　学長となることのできる者は，人格が高潔で，学識が優れ，かつ，大学運営に関し識

見を有すると認められる者とする。

　（教授の資格）

第23条　教授となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，短期大学における教

育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

一　博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し，研究上の業績

を有する者

　二　研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者

三　学位規則（昭和 28 年文部省令第 9 号）第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国において授

与されたこれに相当する学位を含む。）を有し，当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の

業績を有する者

四　芸術上の優れた業績を有すると認められる者及び実際的な技術の修得を主とする分野にあっ

ては実際的な技術に秀でていると認められる者

五　大学（短期大学を含む。以下同じ。）又は高等専門学校において教授，准教授又は専任の講

師の経歴（外国におけるこれらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者

　六　研究所，試験所，病院等に在職し，研究上の業績を有する者

　七　特定の分野について，特に優れた知識及び経験を有すると認められる者

　（准教授の資格）



204

第24条　准教授となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，短期大学における

教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

　一　前条各号のいずれかに該当する者

二　大学又は高等専門学校において助教又はこれに準ずる職員としての経歴（外国におけるこれ

らに相当する職員としての経歴を含む。）のある者

三　修士の学位又は学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国において授与されたこれ

らに相当する学位を含む。）を有する者

　四　特定の分野について，優れた知識及び経験を有すると認められる者

　（講師の資格）

第25条　講師となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。

　一　第 23 条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者

二　特定の分野について，短期大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有する

と認められる者

　（助教の資格）

第25条の２　助教となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，短期大学におけ

る教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。

　一　第 23 条各号又は第 24 条各号のいずれかに該当する者

二　修士の学位（医学を履修する課程，歯学を履修する課程，薬学を履修する課程のうち臨床に

係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程を修了した者

については，学士の学位）又は学位規則第 5 条の 2 に規定する専門職学位（外国において授

与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者

　三　特定の分野について，知識及び経験を有すると認められる者

　（助手の資格）

第26条　助手となることのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。

　一　学士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有する者

　二　前号の者に準ずる能力を有すると認められる者

　　第８章　校地，校舎等の施設及び設備等

　（校地）

第27条　校地は，教育にふさわしい環境をもち，校舎の敷地には，学生が休息その他に利用するの

に適当な空地を有するものとする。

２　運動場は，教育に支障のないよう，原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設けるも

のとし，やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。

　（校舎等）
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第28条　校舎には，短期大学の組織及び規模に応じ，少なくとも次に掲げる専用の施設を備えるも

のとする。ただし，特別の事情があり，かつ，教育研究に支障がないと認められるときは，この

限りでない。

　一　学長室，会議室，事務室

　二　教室（講義室，演習室，実験室，実習室等とする。），研究室

　三　図書館，保健室

２　教室は，学科の種類及び学生数に応じ，必要な種類と数を備えるものとする。

３　研究室は，専任の教員に対しては必ず備えるものとする。

４　校舎には，第 1 項に掲げる施設のほか，なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を備え

るものとする。

５　短期大学は，第 1 項及び前項に掲げる施設のほか，原則として体育館を備えるとともに，なる

べく体育館以外のスポーツ施設，講堂，学生自習室及び学生控室並びに寄宿舎，課外活動施設そ

の他の厚生補導に関する施設を備えるものとする。

６　夜間学科等を置く短期大学又は昼夜開講制を実施する短期大学にあっては，研究室，教室，図

書館その他の施設の利用について，教育研究に支障のないようにするものとする。

　（図書等の資料及び図書館）

第29条　短期大学は，学科の種類，規模等に応じ，図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究

上必要な資料を，図書館を中心に系統的に備えるものとする。

２　図書館は，前項の資料の収集，整理及び提供を行うほか，情報の処理及び提供のシステムを整

備して学術情報の提供に努めるとともに，前項の資料の提供に関し，他の短期大学の図書館等と

の協力に努めるものとする。

３　図書館には，その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置く

ものとする。

４　図書館には，短期大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室，レファレンス・ルー

ム，整理室，書庫等を備えるものとする。

５　前項の閲覧室には，学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとす

る。

　（校地の面積）

第30条　短期大学における校地の面積（附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。）は，学生定員上

の学生 1 人当たり 10 平方メートルとして算定した面積とする。

２　前項の規定にかかわらず，同じ種類の昼間学科（昼間において授業を行う学科をいう。以下同

じ。）及び夜間学科が近接した施設等を使用し，又は施設等を共用する場合の校地の面積は，当

該昼間学科及び夜間学科における教育研究に支障のない面積とする。
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３　昼夜開講制を実施する場合においては，これに係る収容定員，履修方法，施設の使用状況等を

考慮して，教育に支障のない限度において，第 1 項に規定する面積を減ずることができる。

　（校舎の面積）

第31条　校舎の面積は，1 の分野についてのみ学科を置く短期大学にあっては，別表第 2 イの表に

定める面積以上とし，2 以上の分野についてそれぞれ学科を置く短期大学にあっては，当該 2 以

上の分野のうち同表の同一分野に属する学科の収容定員の 100 人までの欄の基準校舎面積が最

大である分野についての同表に定める面積に当該分野以外の分野についてのそれぞれ別表第 2 ロ

の表に定める面積を合計した面積を加えた面積以上とする。

　（附属施設）

第32条　短期大学には，学科の種類に応じ，教育研究上必要な場合は，適当な規模内容を備えた附

属施設を置くものとする。

　（機械，器具等）

第33条　短期大学には，学科の種類，学生数及び教員数に応じて必要な種類及び数の機械，器具及

び標本を備えるものとする。

　（２以上の校地において教育研究を行う場合における施設及び設備）

第33条の２　短期大学は，2 以上の校地において教育研究を行う場合においては，それぞれの校地

ごとに教育研究に支障のないよう必要な施設及び設備を備えるものとする。ただし，その校地が

隣接している場合は，この限りでない。

　（教育研究環境の整備）

第33条の３　短期大学は，その教育研究上の目的を達成するため，必要な経費の確保等により，教

育研究にふさわしい環境の整備に努めるものとする。

　（短期大学等の名称）

第33条の４　短期大学及び学科（以下「短期大学等」という。）の名称は，短期大学等として適当

であるとともに，当該短期大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。

　　第９章　事務組織等

　（事務組織）

第34条　短期大学には，その事務を処理するため，専任の職員を置く適当な事務組織を設けるもの

とする。

　（厚生補導の組織）

第35条　短期大学には，学生の厚生補導を行うため，専任の職員を置く適当な組織を設けるものと

する。

　　第10章　雑　　則

　（外国に設ける組織）
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第36条　短期大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，外国に学科その他の組織を設ける

ことができる。

　（その他の基準）

第37条　専攻科及び別科に関する基準は，別に定める。

　（段階的整備）

第38条　新たに短期大学等を設置する場合の教員組織，校舎等の施設及び設備については，別に定

めるところにより，段階的に整備することができる。

　　附　　則

１　この省令は，昭和 51 年 4 月 1 日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行する。

２　昭和 51 年度又は昭和 52 年度に開設しようとする短期大学又は短期大学の学科の設置認可の

申請に係る審査に当たっては，この省令の規定の適用があるものとする。

３　この省令施行の際，現に設置されている短期大学に在職する教員については，その教員が現に

在職する教員の職に在る限り，この省令の教員の資格に関する規定は，適用しない。

４　この省令施行の際，現に設置されている短期大学の組織，編制，施設及び設備でこの省令施行

の日前に係るものについては，当分の間，従前の例によることができる。

５　昭和 61 年度から平成 4 年度までの間に期間（昭和 61 年度から平成 11 年度までの間の年度

間に限る。）を付して入学定員を増加する短期大学（次項において「期間を付して入学定員を増

加する短期大学」という。）の専任教員数については，第 22 条の規定により算定し，当該入学

定員の増加に伴い必要とされる専任教員数が増加することとなるときは，当該増加することとな

る専任教員数は，教育に支障のない限度において，兼任の教員をもって充てることができるもの

とする。

６　期間を付して入学定員を増加する短期大学の校地の面積の算定については，当該入学定員の増

加はないものとみなして第 30 条の規定を適用する。

７　昭和 61 年度以降に期間（平成 11 年度を終期とするものに限る。）を付して入学定員を増加又

は設定した短期大学であって，当該期間の経過後引き続き，当該入学定員の範囲内で期間（平成

12 年度から平成 16 年度までの間の年度間に限る。）を付して入学定員を増加するものの専任教

員数及び校地の面積の算定については，前 2 項の例による。
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別表第１　（第 22 条関係）

　イ　学科の種類及び規模に応じて定める専任教員数

学科の属する

分野の区分

1 学科の

入学定員

同一分野

に属する

学科が 1

学科の場

合の教員

数

同一分野に

属する学科

を 2 以上置

く場合の 1

学科の教員

数

1 学科の

入学定員

同一分野

に属する

学科が 1

学科の場

合の教員

数

同一分野に

属する学科

を 2 以上置

く場合の 1

学科の教員

数

1 学科の

入学定員

同一分野

に属する

学科が 1

学科の場

合の教員

数

同一分野に

属する学科

を 2 以上置

く場合の 1

学科の教員

数

文 学 関 係
100 人ま

で
5 4

101 人～

200 人
7 6

教 育 学・

保 育 学 関 係

50 人 ま

で
6 4

51 人 ～

100 人
8 6

101 人～

150 人
10 8

法 学 関 係
100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
7 4

151 人～

200 人
9 6

経 済 学 関 係
100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
7 4

151 人～

200 人
9 6

社会学・社会

福 祉 学 関 係

100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
7 4

151 人～

200 人
9 6

理 学 関 係
100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
9 6

工 学 関 係
100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
9 6

農 学 関 係
100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
9 6

家 政 関 係
100 人ま

で
5 4

101 人～

200 人
7 6

美 術 関 係
50 人 ま

で
5 3

51 人 ～

100 人
7 4

101 人～

150 人
8 5

音 楽 関 係
50 人 ま

で
5 5

51 人 ～

100 人
7 7

101 人～

150 人
8 8

体 育 関 係
50 人 ま

で
6 4

51 人 ～

100 人
8 6

101 人～

150 人
9 7

保健衛生学関係

（看護学関係）

100 人ま

で
7 ―

101 人～

150 人
9 ―

保健衛生学関係

（看護学関係を除く。）

100 人ま

で
7 4

101 人～

150 人
9 6

備考

１　この表に定める教員数の３割以上は教授とする（ロの表において同じ。）。

２　この表に定める教員数には，第 21 条の授業を担当しない教員を含まないものとする（ロの

表において同じ。）。

３　この表の入学定員及び教員数は，学科に専攻課程を置く場合については，専攻課程の入学定
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員及び教員数とする。

４　入学定員が，この表に定める数を超える場合には，文学関係，法学関係，経済学関係，社会

学・社会福祉学関係及び家政関係にあっては，同一分野に属する学科が 1 学科の場合について

は 100 人につき 1 人を，同一分野に属する学科を 2 以上置く場合については 150 人につき 1

人を増加するものとし，教育学・保育学関係，理学関係，工学関係，農学関係，美術関係，体

育関係及び保健衛生学関係にあっては，同一分野に属する学科が 1 学科の場合については 50

人につき 1 人を，同一分野に属する学科を 2 以上置く場合については 80 人につき 1 人を増加

するものとし，音楽関係にあっては，同一分野に属する学科が 1 学科の場合及び同一分野に属

する学科を 2 以上置く場合については 50 人につき 1 人を，それぞれ増加するものとする。

５　第 18 条第 2 項の短期大学の学科については，この表に定める教員数（入学定員がこの表に

定める数を超える場合には，前号の規定により算定した教員数とする。以下この号において同

じ。）にこの表に定める教員数の３割に相当する数を加えたものとする。

６　教育課程が同一又は類似の夜間学科等を併せ置く場合の当該夜間学科等の教員数は，この表

に定める教員数の 3 分の 1 以上とする。ただし，夜間学科等の入学定員が昼間学科等の入学

定員を超える場合には，当該夜間学科等の教員数はこの表に定める教員数とし，当該昼間学科

等の教員数はこの表に定める教員数の 3 分の 1 以上とする（ロの表において同じ。）。

７　昼夜開講制を実施する場合は，これに係る学生定員，履修方法，授業の開設状況等を考慮し

て，教育に支障のない限度に置いて，この表に定める教員数を減ずることができる（ロの表に

おいて同じ。）。

８　看護に関する学科において第 18 条第 1 項に定める学科と同条第 2 項に定める学科とを併せ

置く場合は，同条第 1 項に定める学科にあっては，入学定員が 100 人までの場合は 2 人を，

100 人を超える場合は 3 人を，同条第 2 項に定める学科にあっては，第 4 号により算定した

教員数から 3 人を減ずることができる。

９　この表に掲げる分野以外の分野に属する学科の教員数については，当該学科の属する分野に

類似するこの表に掲げる分野の例によるものとする。ただし，教員養成に関する学科について

は，免許状の種類に応じ，教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）及び教育職員免許法施

行規則（昭和 29 年文部省令第 26 号）に規定する教科及び教職に関する科目の所要単位を修

得させるのに必要な数の教員を置くものとするほか，この表によることが適当でない場合につ

いては，別に定める。
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　ロ　短期大学全体の入学定員に応じ定める専任教員数

入 学 定 員 ５０人まで １５０人まで ２５０人まで ４００人まで ６００人まで

教 員 数 ２ ３ ４ ５ ６

備考

　入学定員が 600 人を超える場合には，この表に定める教員数に，入学定員 200 人につき教員 1

人を加えるものとする。
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別表第２　（第 31 条関係）

　イ　基準校舎面積

同一分野に属する
　学科の収容定員

100 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

150 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

200 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

250 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

300 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

350 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

学科の
属する分野の区分

文 学 関 係 1,600 1,700 1,900 2,100 2,350 2,600

教育学・保育学関係 2,000 2,100 2,350 2,600 2,850 3,100

法 学 関 係 1,600 1,700 1,900 2,100 2,350 2,600

経済学関係 1,600 1,700 1,900 2,100 2,350 2,600

社会学・社会福祉学関係 1,600 1,700 1,900 2,100 2,350 2,600

理 学 関 係 2,000 2,150 2,400 2,750 3,200 3,650

工 学 関 係 2,100 2,250 2,500 2,900 3,350 3,800

農 学 関 係 2,000 2,150 2,400 2,750 3,200 3,650

家 政 関 係 2,000 2,100 2,350 2,600 2,850 3,100

体 育 関 係 1,700 1,850 2,050 2,250 2,500 2,750

美 術 関 係 1,900 2,050 2,250 2,600 3,000 3,350

音 楽 関 係 1,700 1,850 2,050 2,350 2,700 3,100

保健衛生学関係
（看護学関係）

2,000 2,100 2,350 2,600 2,850 3,100

保健衛生学関係
（看護学関係を除く。）

1,850 1,950 2,200 2,450 2,800 3,100

同一分野に属する
　学科の収容定員

400 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

450 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

500 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

550 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

600 人まで
の 場 合 の 
面積（平方
メートル）

学科の
属する分野の区分

文 学 関 係 2,850 3,050 3,250 3,450 3,650

教育学・保育学関係 3,350 3,600 3,850 4,100 4,350

法 学 関 係 2,850 3,050 3,250 3,450 3,650

経済学関係 2,850 3,050 3,250 3,450 3,650

社会学・社会福祉学関係 2,850 3,050 3,250 3,450 3,650

理 学 関 係 4,150 4,600 5,050 5,500 6,000

工 学 関 係 4,250 4,750 5,200 5,650 6,100

農 学 関 係 4,150 4,600 5,050 5,500 6,000

家 政 関 係 3,350 3,600 3,850 4,100 4,350

体 育 関 係 3,000 3,250 3,500 3,750 4,000

美 術 関 係 3,750 4,150 4,550 4,950 5,350

音 楽 関 係 3,450 3,800 4,200 4,550 4,950

保健衛生学関係
（看護学関係）

3,350 3,600 3,850 4,100 4,350

保健衛生学関係
（看護学関係を除く。）

3,400 3,750 4,050 4,350 4,650

備考

１．この表に掲げる面積には，講堂，寄宿舎，附属施設等の面積は含まない（ロの表において同

じ。）。
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２．同一分野に属する学科の収容定員が 600 人を超える場合には，50 人を増すごとに，この表

に定める 600 人までの場合の面積から 550 人までの場合の面積を減じて算出される数を加算

するものとする。

３．同じ種類の昼間学科及び夜間学科等が近接した施設等を使用し，又は施設等を共用する場合

の校舎の面積は，当該昼間学科及び夜間学科等における教育研究に支障のない面積とする。

４．昼夜開講制を実施する場合においては，これに係る学生定員，履修方法，施設の使用状況等

を考慮して，教育に支障のない限度において，この表に定める面積を減ずることができる（ロ

の表において同じ。）。

５．この表に掲げる分野以外の分野に属する学科に係る面積については，当該学科の属する分野

に類似するこの表に掲げる分野の例によるものとする。ただし，これにより難い場合は別に定

める（ロの表において同じ。）。

６．この表に定める面積は，専用部分の面積とする。ただし，当該短期大学と他の学校，専修学

校又は各種学校（以下この号において「学校等」という。）が同一の敷地内又は隣接地に所在

する場合であって，それぞれの学校等の校舎の専用部分の面積及び共用部分の面積を合算した

面積が，それぞれの学校等が設置の認可を受ける場合において基準となる校舎の面積を合算し

た面積以上のものであるときは，当該短期大学の教育研究に支障がない限度において，この表

に定める面積に該当学校等との共用部分の面積を含めることができる（ロの表において同じ。）。
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　ロ　加算校舎面積

収容定員

学科の種類

100 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

200 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

300 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

400 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

500 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

600 人まで
の面積（平
方 メ ー ト
ル）

文 学 関 係 1,000 1,300 1,800 2,300 2,700 3,050

教育学・保育学関係 1,250 1,550 2,050 2,550 3,050 3,550

法 学 関 係 1,000 1,300 1,800 2,300 2,700 3,050

経済学関係 1,000 1,300 1,800 2,300 2,700 3,050

社会学・社会福祉学関係 1,000 1,300 1,800 2,300 2,700 3,050

理 学 関 係 1,500 1,850 2,800 3,700 4,650 5,550

工 学 関 係 1,500 1,900 2,850 3,750 4,700 5,600

農 学 関 係 1,500 1,850 2,800 3,700 4,650 5,550

家 政 関 係 1,250 1,550 2,050 2,550 3,050 3,550

体 育 関 係 1,400 1,700 2,200 2,700 3,200 3,850

美 術 関 係 1,300 1,650 3,300 3,300 4,050 4,800

音 楽 関 係 1,250 1,550 3,150 3,150 3,800 4,550

保健衛生学関係
（看護学関係）

1,250 1,550 2,050 2,550 3,050 3,550

保健衛生学関係
（看護学関係を除く。）

1,250 1,600 2,250 2,850 3,500 4,100

備考

　収容定員が 600 人を超える場合は，100 人を増すごとに，600 人までの場合の面積から 500

人までの場合の面積を減じて算出する数を加算するものとする。
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□　短期大学通信教育設置基準

( 昭和57年3月23日 ）　
文 部 省 令 第 3 号　　

最終改正　平成 19 年 7 月 31 日　文部科学省令第 22 号

　学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 3 条及び第 88 条の規定に基づき，短期大学設置基準

を次のように定める

　（趣旨）

第１条　短期大学が行う通信教育に係る設置基準は，この省令の定めるところによる。

２　この省令で定める設置基準は，通信教育を行う短期大学を設置し，又は短期大学において通信

教育を開設するのに必要な最低の基準とする。

３　短期大学は，この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとよ

り，その水準の向上を図ることに努めなければならない。

　（通信教育を行い得る専攻分野）

第２条　短期大学は，通信教育によって十分な教育効果が得られる専攻分野について，通信教育を

行うことができるものとする。

　（授業の方法等）

第３条　授業は，印刷教材その他これに準ずる教材を送付若しくは指定し，主としてこれにより学

修させる授業（以下「印刷教材等による授業」という。），主として放送その他これに準ずるもの

の視聴により学修させる授業（以下「放送授業」という。），短期大学設置基準第 11 条第 1 項の

方法による授業（以下「面接授業」という。）若しくは同条第 2 項の方法による授業（以下「メ

ディアを利用して行う授業」という。）のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとす

る。

２　印刷教材等による授業及び放送授業の実施に当たっては，添削等による指導を併せ行うものと

する。

３　短期大学は，第 1 項の授業を，外国において履修させることができる。

第４条　授業は，定期試験等を含め，年間を通じて適切に行うものとする。

　（単位の計算方法）

第５条　各授業科目の単位数は，1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構

成することを標準とし，次の基準により計算するものとする。

一　印刷教材等による授業については，45 時間の学修を必要とする印刷教材等の学修をもって

1 単位とする。
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　二　放送授業については，15 時間の放送授業をもって 1 単位とする。

三　面接授業及びメディアを利用して行う授業については，短期大学設置基準第 7 条第 2 項各

号の定めるところによる。

２　前項の規定にかかわらず，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，短期大学設置基準第

7 条第 3 項の定めるところによる。

　（卒業の要件）

第６条　卒業の要件は，短期大学設置基準第 18 条又は第 19 条の定めるところによる。

２　前項の規定により卒業の要件として修得すべき単位について，修業年限 2 年の短期大学にあっ

ては 15 単位以上，修業年限 3 年の短期大学にあっては 23 単位以上（短期大学設置基準第 19

条の規定により卒業の要件として 62 単位以上を修得することとする短期大学にあっては 15 単

位以上）は，面接授業又はメディアを利用して行う授業により修得するものとする。ただし，当

該 15 単位又は 23 単位のうちそれぞれ 5 単位又は 8 単位までは，放送授業により修得した単位

で代えることができる。

　（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修）

第７条　短期大学は，短期大学設置基準第 15 条に定めるところにより単位を与えるほか，あらか

じめ当該短期大学が定めた基準に照らして教育上適当であると認めるときは，通信教育の特性等

を考慮して文部科学大臣が別に定める学修を当該短期大学における履修とみなし，単位を与える

ことができる。

第８条　削　除

　（専任教員数）

第９条　学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 69 条の 2 第 6 項に規定する通信による教育を

行う学科（以下「通信教育学科」という。）における専任教員の数は，別表第 1 により定める教授，

准教授，講師又は助教の数以上とする。

２　昼間又は夜間において授業を行う学科が通信教育を併せ行う場合においては，短期大学設置基

準第 22 条の規定による専任教員の数に当該学科が行う通信教育に係る入学定員 1,000 人につき

2 人の専任教員を加えたものとする。ただし，当該加える専任教員の数が当該学科における同条

の規定による専任教員の数の 2 割に満たない場合には，当該専任教員の数の 2 割の専任教員の

数を加えたものとする。

３　短期大学は，短期大学設置基準第 17 条第 1 項の科目等履修生その他の学生以外の者を前 2 項

の学科の収容定員を超えて相当数受け入れる場合においては，教育に支障のないよう前 2 項の規

定による専任教員の数に相当数の専任教員を加えたものとする。

　（校舎等の施設）

第10条　通信教育学科を置く短期大学は，当該学科に係る短期大学設置基準第 28 条第 1 項に規定
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する校舎を有するほか，特に添削等による指導並びに印刷教材等の保管及び発送のための施設　

（第 3 項において「通信教育関係施設」という。）について，教育に支障のないようにするものと

する。

２　前項の校舎等の施設の面積は，別表第 2 のとおりとする。

３　昼間又は夜間において授業を行う学科が通信教育を併せ行う場合にあっては，短期大学は，通

信教育関係施設及び面接授業を行う施設について，教育に支障のないようにするものとする。

４　図書館の閲覧室には，通信教育を受ける学生の利用に支障のないよう相当数の座席を備えるも

のとする。

　（通信教育学科の校地）

第11条　通信教育学科のみを置く短期大学は，教育に支障のない場合には，運動場を設けないこと

ができる。

２　通信教育学科に係る校地の面積については，当該学科における教育に支障のないものとする。

　（添削等のための組織等）

第12条　短期大学には，添削等による指導及び教育相談を円滑に処理するため，適当な組織等を設

けるものとする。

　（その他の基準）

第13条　通信教育を行う短期大学の組織，編制，施設，設備その他通信教育を行う短期大学の設置

又は短期大学における通信教育の開設に関する事項で，この省令に定めのないものについては，

短期大学設置基準（第 9 条を除く。）の定めるところによる。

　　附　　則（抄）

１　この省令は，昭和 57 年 4 月 1 日から施行する。

２　この省令施行の際，現にされている短期大学の通信教育の開設認可の申請に係る審査について

は，なお従前の例による。

３　この省令施行の際，現に通信教育を開設している短期大学の組織，編制，施設及び設備で，こ

の省令の施行の日前に係るものについては，当分の間，なお従前の例によることができる。

　　附　　則

１　この省令は，平成 3 年 7 月 1 日から施行する。

２　この省令施行の日前に短期大学が行う通信教育の聴講生として授業科目を聴講し当該授業科目

について聴講の成果の認定を受けている者で，当該短期大学に入学した場合には，改正前の第 8

条の規定により当該短期大学における履修とみなしその成果について単位を与えることができる

こととなるものについては，当該聴講生として授業科目を聴講し，その成果の認定を受けたこと

をもって短期大学設置基準第 17 条の科目等履修生として当該短期大学の通信教育における授業
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科目を履修し，その単位を修得したものとみなす。

　　附　　則

１　この省令は，公布の日から施行する。

２　この省令の施行の際現にされている認可の申請に係る審査については，なお従前の例による。

別表第１　（第 9 条関係）

学 科 の 属 す る 分 野 の 区 分

1 学科の入学定員

2,000 人までの場

合の専任教員数

1 学科の入学定員

3,000 人までの場

合の専任教員数

1 学科の入学定員

4,000 人までの場

合の専任教員数

文 学 関 係 ８ １０ １２

教育学・保育学関係 ８ １０ １２

法 学 関 係 １０ １１ １３

経済学関係 １０ １１ １３

社会学・社会福祉学関係 １０ １１ １３

理 学 関 係 １０ １１ １３

工 学 関 係 １０ １１ １３

家 政 関 係 ８ １０ １２

美 術 関 係 ８ １０ １２

音 楽 関 係 ８ １０ １２

備考

１　この表に定める入学定員及び教員数は，学科に専攻課程を置く場合については，専攻課程の

入学定員及び教員数とする。

　２　この表に定める教員数の 3 割以上は原則として教授とする。

３　入学定員がこの表に定める数を超える場合には，その超える入学定員に応じて，1,000 人に

つき教員 2 人の割合により算出される数の教員を増加するものとする。

４　修業年限 3 年の短期大学（短期大学設置基準第 19 条の規定により卒業の要件として 62 単

位以上を修得することとする短期大学を除く。）の学科については，この表に定める教員数（入

学定員がこの表に定める数を超える場合には，前号の規定により算定した教員数とする。）に

この表に定める教員数の 3 割に相当する数を加えたものとする。

５　学科又は専攻課程を 2 以上置く場合にあっては，共通する授業科目を勘案して，それぞれ相

当数の教員を減ずるものとする。

６　この表に掲げる分野以外の分野に属する学科の教員数については，当該学科の属する分野に

類似するこの表に掲げる分野の例によるものとする。ただし，これにより難い場合は別に定め

る。
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別表第２　（第 10 条関係）

同一分野に属する
　学科の収容定員

2,000 人までの

場合の面積（平

方メートル）

4,000 人までの

場合の面積（平

方メートル）

6,000 人までの

場合の面積（平

方メートル）

8,000 人までの

場合の面積（平

方メートル）
学科の
属する分野の区分

文 学 関 係 ２，０５０ ３，４５０ ５，０５０ ６，６００

教育学・保育学関係 ２，７５０ ４，８５０ ７，０５０ ９，３００

法 学 関 係 ２，２００ ３，６００ ５，１００ ６，７００

経済学関係 ２，２００ ３，６００ ５，１００ ６，７００

社会学・社会福祉学
関係  

２，２００ ３，６００ ５，１００ ６，７００

理 学 関 係 ３，７３０ ６，６６０ ９，８００ １２，９４０

工 学 関 係 ３，８９０ ６，９５０ １０，２３０ １３，５１０

家 政 関 係 ２，７５０ ４，８５０ ７，０５０ ９，３００

美 術 関 係 ３，５００ ６，２５０ ９，２００ １２，１５０

音 楽 関 係 ２，３５０ ４，１４０ ６，０２０ ７，９４０

備考

　１　この表に掲げる面積には，講堂，寄宿舎，附属施設等の面積は含まない。

２　同一分野に属する学科の収容定員が 8,000 人を超える場合には，2,000 人を増すごとに，こ

の表に定める 8,000 人までの場合の面積から 6,000 人までの場合の面積を減じて算出される

数を加算するものとする。

３　短期大学設置基準第 17 条第 1 項の科目等履修生その他の学生以外の者を同一分野に属する

学科の収容定員を超えて相当数受け入れる場合においては，教育に支障のないよう，この表に

定める面積に相当数の面積を加えたものとする。

４　この表に掲げる分野以外の分野に属する学科に係る面積については，当該学科の属する分野

に類似するこの表に掲げる分野の例によるものとする。ただし，これにより難い場合は別に定

める。

注）アンダーラインを付した個所は，平成 19 年 7 月 31 日に公布された「大学設置基準等の一

部を改正する省令（平成 19 年文部科学省令第 22 号）」による改正で，平成 20 年 4 月 1 日か

ら施行される。
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□　大学（短期大学）関係教育法令（抜粋資料）

１）教育基本法

( 平成18年12月22日 ）　
法 律 第 1 2 0 号　　

　我々日本国民は，たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させるとと

もに，世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。

　我々は，この理想を実現するため，個人の尊厳を重んじ，真理と正義を希求し，公共の精神を尊

び，豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに，伝統を継承し，新しい文化の創

造を目指す教育を推進する。

　ここに，我々は，日本国憲法の精神にのっとり，我が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し，

その振興を図るため，この法律を制定する。

　（教育の目的）

第１条　 教育は，人格の完成を目指し，平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質

を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。

　（教育の目標）

第２条　 教育は，その目的を実現するため，学問の自由を尊重しつつ，次に掲げる目標を達成す

るよう行われるものとする。

一　幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度を養い，豊かな情操と道徳心を培うととも

に，健やかな身体を養うこと。

二　個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を培い，自主及び自律の精神を養うとと

もに，職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと。

三　正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重んずるとともに，公共の精神に基づき，主

体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと。

四　生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。

五　伝統と文化を尊重し，それをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，

国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

　（生涯学習の理念）

第３条　 国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな人生を送ることができるよう，その生涯に

わたって，あらゆる機会に，あらゆる場所において学習することができ，その成果を適切に生か

すことのできる社会の実現が図られなければならない。
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　（教育の機会均等）

第４条　 すべて国民は，ひとしく，その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず，

人種，信条，性別，社会的身分，経済的地位又は門地によって，教育上差別されない。

２　国及び地方公共団体は，障害のある者が，その障害の状態に応じ，十分な教育を受けられるよ

う，教育上必要な支援を講じなければならない。

３　国及び地方公共団体は，能力があるにもかかわらず，経済的理由によって修学が困難な者に対

して，奨学の措置を講じなければならない。

　（学校教育）

第６条　 法律に定める学校は，公の性質を有するものであって，国，地方公共団体及び法律の定

める法人のみが，これを設置することができる。

２　前項の学校においては，教育の目標が達成されるよう，教育を受ける者の心身の発達に応じて，

体系的な教育が組織的に行われなければならない。この場合において，教育を受ける者が，学校

生活を営む上で必要な規律を重んずるとともに，自ら進んで学習に取り組む意欲を高めることを

重視して行われなければならない。

　（大学）

第７条　 大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力を培うとともに，深く真理を探究し

て新たな知見を創造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与する

ものとする。

２　大学については，自主性，自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなけれ

ばならない。

　（私立学校）

第８条　 私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ，国及び

地方公共団体は，その自主性を尊重しつつ，助成その他の適当な方法によって私立学校教育の振

興に努めなければならない。

２）学校教育法

( 昭和22年3月31日 ）　
法 律 第 2 6 号　　

最終改正　平成 19 年 6 月 27 日　法律第 98 号

　〔学校の範囲〕

第１条　この法律で，学校とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学

校，大学及び高等専門学校とする。
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　〔学校の設置者〕

第２条　学校は，国（国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第 2 条第 1 項に規定する国立

大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。以下同じ。），地方公共団体（地方独立

行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 68 条第 1 項に規定する公立大学法人を含む。次項に

おいて同じ。）及び私立学校法第３条に規定する学校法人（以下学校法人と称する。）のみが，こ

れを設置することができる。

２　この法律で，国立学校とは，国の設置する学校を，公立学校とは，地方公共団体の設置する学

校を，私立学校とは，学校法人の設置する学校をいう。

　〔設置基準〕

第３条　学校を設置しようとする者は，学校の種類に応じ，文部科学大臣の定める設備，編制その

他に関する設置基準に従い，これを設置しなければならない。

　〔設置廃止等の認可〕

第４条　国立学校，この法律によって設置義務を負う者の設置する学校及び都道府県の設置する学

校（大学及び高等専門学校を除く。）のほか，学校（高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）

の通常の課程（以下「全日制の課程」という。），夜間その他特別の時間又は時期において授業を

行う課程（以下「定時制の課程」という。）及び通信による教育を行う課程（以下「通信制の課程」

という。），大学の学部，大学院及び大学院の研究科並びに第 108 条第 2 項の大学の学科につい

ても同様とする。）の設置廃止，設置者の変更その他政令で定める事項は，次の各号に掲げる学

校の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める者の認可を受けなければならない。

　一　公立又は私立の大学及び高等専門学校

　　文部科学大臣

　二　市町村の設置する幼稚園，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校

　　都道府県の教育委員会

　三　私立の幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校

　　都道府県知事

２　前項の規定にかかわらず，同項第一号に掲げる学校を設置する者は，次に掲げる事項を行うと

きは，同項の認可を受けることを要しない。この場合において，当該学校を設置する者は，文部

科学大臣の定めるところにより，あらかじめ，文部科学大臣に届け出なければならない。

一　大学の学部若しくは大学院の研究科又は第 108 条第 2 項の大学の学科の設置であって，当

該大学が授与する学位の種類及び分野の変更を伴わないもの

　二　大学の学部若しくは大学院の研究科又は第 108 条第 2 項の大学の学科の廃止

　三　前二号に掲げるもののほか，政令で定める事項

３　文部科学大臣は，前項の届出があった場合において，その届出に係る事項が，設備，授業その
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他の事項に関する法令の規定に適合しないと認めるときは，その届出をした者に対し，必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。

４　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第 1 項の指定都市の設置する幼稚園に

ついては，第 1 項の規定は適用しない。この場合において，当該幼稚園を設置する者は，同項に

規定する事項を行おうとするときは，あらかじめ，都道府県の教育委員会に届け出なければなら

ない。

５　第 2 項第一号の学位の種類及び分野の変更に関する基準は，文部科学大臣が，これを定める。

　〔学校の管理・経費の負担〕

第５条　学校の設置者は，その設置する学校を管理し，法令に特別の定のある場合を除いては，そ

の学校の経費を負担する。

　〔授業料〕

第６条　学校においては，授業料を徴収することができる。ただし，国立又は公立の小学校及び中

学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部における義務教育について

は，これを徴収することができない。

　〔校長・教員〕

第７条　学校には，校長及び相当数の教員を置かなければならない。

　〔校長・教員の資格に関する事項について監督庁への委任〕

第８条　校長及び教員（教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）の適用を受ける者を除く。）

の資格に関する事項は，別に法律で定めるもののほか，文部科学大臣がこれを定める。

　〔校長・教員の欠格事由〕

第９条　次の各号のいずれかに該当する者は，校長又は教員となることができない。

　一　成年被後見人又は被保佐人

　二　禁錮
こ

以上の刑に処せられた者

三　教育職員免許法第 10 条第 1 項第二号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該

失効の日から 3 年を経過しない者

四　教育職員免許法第 11 条第 1 項又は第 2 項の規定により免許状取上げの処分を受け，3 年を

経過しない者

五　日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊する

ことを主張する政党その他の団体を結成し，又はこれに加入した者

　〔私立学校の校長届出義務〕

第10条　私立学校は，校長を定め，大学及び高等専門学校にあっては文部科学大臣に，大学及び高

等専門学校以外の学校にあっては都道府県知事に届け出なければならない。

　〔学生・生徒等の懲戒〕
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第11条　校長及び教員は，教育上必要があると認めるときは，文部科学大臣の定めるところにより，

児童，生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし，体罰を加えることはできない。

　〔健康診断等〕

第12条　学校においては，別に法律で定めるところにより，幼児，児童，生徒及び学生並びに職員

の健康の保持増進を図るため，健康診断を行い，その他その保健に必要な措置を講じなければな

らない。

　〔学校閉鎖命令〕

第13条　第 4 条第 1 項各号に掲げる学校が次の各号のいずれかに該当する場合においては，それ

ぞれ同項各号に定める者は，当該学校の閉鎖を命ずることができる。

　一　法令の規定に故意に違反したとき

　二　法令の規定によりその者がした命令に違反したとき

　三　６箇月以上授業を行わなかったとき

　〔設備・授業等の変更命令〕

第14条　大学及び高等専門学校以外の市町村の設置する学校については都道府県の教育委員会，大

学及び高等専門学校以外の私立学校については都道府県知事は，当該学校が，設備，授業その他

の事項について，法令の規定又は都道府県の教育委員会若しくは都道府県知事の定める規程に違

反したときは，その変更を命じることができる。

第15条　文部科学大臣は，公立又は私立の大学及び高等専門学校が，設備，授業その他の事項につ

いて，法令の規定に違反していると認めるときは，当該学校に対し，必要な措置をとるべきこと

を勧告することができる。

２　文部科学大臣は，前項の規定による勧告によってもなお当該勧告に係る事項（次項において「勧

告事項」という。）が改善されない場合には，当該学校に対し，その変更を命ずることができる。

３　文部科学大臣は，前項の規定による命令によってもなお勧告事項が改善されない場合には，当

該学校に対し，当該勧告事項に係る組織の廃止を命ずることができる。

４　文部科学大臣は，第 1 項の規定による勧告又は第 2 項若しくは前項の規定による命令を行う

ために必要があると認めるときは，当該学校に対し，報告又は資料の提出を求めることができる。

　〔子女使用者の義務〕

第16条　保護者（子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは，未成年後見人）をいう。

以下同じ。）は，次条に定めるところにより，子に 9 年の普通教育を受けさせる義務を負う。

第17条　保護者は，子の満 6 歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから，満 12 歳に

達した日の属する学年の終りまで，これを小学校又は特別支援学校の小学部に就学させる義務を

負う。ただし，子が，満 12 歳に達した日の属する学年の終りまでに小学校又は特別支援学校の

小学部の課程を修了しないときは，満 15 歳に達した日の属する学年の終わり（それまでの間に
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おいて当該課程を修了したときは，その修了した日の属する学年の終わり）までとする。

２　保護者は，子が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日の翌日以降における最初

の学年の初めから，満 15 歳に達した日の属する学年の終わりまで，これを中学校，中等教育学

校の前期課程又は特別支援学校の中学部に就学させる義務を負う。

３　前２項の義務の履行の督促その他これらの義務の履行に関し必要な事項は，政令で定める。

第18条　前第 1 項又は第 2 項の規定によって，保護者が就学させなければならない子（以下それ

ぞれ「学齢児童」又は「学齢生徒」という。）で，病弱，発育不完全その他やむを得ない事由の

ため，就学困難と認められる者の保護者に対しては，市町村の教育委員会は，文部科学大臣の定

めるところにより，同条第 1 項又は第 2 項の義務を猶予又は免除することができる。

第19条　経済的理由によって，就学困難と認められる学齢児童又は学齢生徒の保護者に対しては，

市町村は，必要な援助を与えなければならない。

第20条　学齢児童又は学齢生徒を使用する者は，その使用によって，当該学齢児童又は学齢生徒が，

義務教育を受けることを妨げてはならない。

第21条　義務教育として行われる普通教育は，教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）第 5 条第 2

項に規定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

一　学校内外における社会的活動を促進し，自主，自律及び協同の精神，規範意識，公正な判断

力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこ

と。

二　学校内外における自然体験活動を促進し，生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に

寄与する態度を養うこと。

三　我が国と郷土の現状と歴史について，正しい理解に導き，伝統と文化を尊重し，それらをは

ぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに，進んで外国の文化の理解を通じて，

他国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

四　家族と家庭の役割，生活に必要な衣，食，住，情報，産業その他の事項について基礎的な理

解と技能を養うこと。

五　読書に親しませ，生活に必要な国語を正しく理解し，使用する基礎的な能力を養うこと。

六　生活に必要な数量的な関係を正しく理解し，処理する基礎的な能力を養うこと。

七　生活にかかわる自然現象について，観察及び実験を通じて，科学的に理解し，処理する基礎

的な能力を養うこと。

八　健康，安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに，運動を通じて体力を養い，心

身の調和的発達を図ること。

九　生活を明るく豊かにする音楽，美術，文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養う

こと。
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十　職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選

択する能力を養うこと。

　〔目　的〕

第22条　幼稚園は，義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして，幼児を保育し，幼児の健

やかな成長のために適当な環境を与えて，その心身の発達を助長することを目的とする。

　〔目　標〕

第23条　幼稚園における教育は，前条に規定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。

一　健康，安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い，身体諸機能の調和的発達を図

ること。

二　集団生活を通じて，喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感を

深め，自主，自律及び協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。

三　身辺な社会生活，生命及び自然に対する興味を養い，それらに対する正しい理解と態度及び

思考力の芽生えを養うこと。

四　日常の会話や，絵本，童話等に親しむことを通じて，言葉の使い方を正しく導くとともに，

相手の話を理解しようとする態度を養うこと。

五　音楽，身体による表現，造形等に親しむことを通じて，豊かな感性と表現力の芽生えを養う

こと。

第24条　幼稚園においては，第 22 条に規定する目的を実現するための教育を行うほか，幼児期の

教育に関する各般の問題につき，保護者及び地域住民その他の関係者からの相談に応じ，必要な

情報の提供及び助言を行うなど，家庭及び地域における幼児期の教育の支援に努めるものとする。

　〔保育内容〕

第25条　幼稚園の教育課程その他の保育内容に関する事項は，第 22 条及び第 23 条の規定に従い，

文部科学大臣が定める。

　〔入園資格〕

第26条　幼稚園に入園することのできる者は，満３歳から，小学校就学の始期に達するまでの幼児

とする。

　〔園長・教頭・教諭その他の職員〕

第27条　幼稚園には，園長，教頭及び教諭を置かなければならない。ただし，特別の事情があると

きは，教頭を置かないことができる。

２　幼稚園には，前項に規定するもののほか，養護教諭，栄養教諭，事務職員，養護助教諭その他

必要な職員を置くことができる。

３　園長は，園務をつかさどり，所属職員を監督する。
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４　教頭は，園長を助け，園務を整理し，及び必要に応じ幼児の保育をつかさどる。

５　教諭は，幼児の保育をつかさどる。

６　特別の事情のあるときは，第１項の規定にかかわらず，教諭に代えて助教諭又は講師を置くこ

とができる。

　〔準用規定〕

第28条　第 37 条第 5 項及び第 7 項から第 12 項まで並びに第 42 条から第 44 条までの規定は，幼

稚園に準用する。

　〔目的〕

第29条　小学校は，心身の発達に応じて，義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なものを

施すことを目的とする。

　〔目標〕

第30条　小学校における教育は，前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第 21

条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

２　前項の場合においては，生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び技能を

習得させるとともに，これらを活用して課題を解決すために必要な思考力，判断力，表現力その

他の能力をはぐくみ，主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特に意を用いなければならな

い。

第31条　小学校においては，前条第 1 項の規定による目標の達成に資するよう，教育指導を行うに

当たり，児童の体験的な学習活動，特にボランティア活動など社会奉仕体験活動，自然体験活動

その他の体験活動の充実に努めるものとする。この場合において，社会教育関係団体その他の関

係団体及び関係機関との連携に十分配慮しなければならない。

　〔修業年限〕

第32条　小学校の修業年限は，６年とする。

　〔教科〕

第33条　小学校の教育課程に関する事項は，第 29 条及び第 30 条の規定に従い，文部科学大臣が，

これを定める。

　〔教科用図書・教材〕

第34条　小学校においては，文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作の名義を

有する教科用図書を使用しなければならない。

２　前項の教科用図書以外の図書その他の教材で，有益適切なものは，これを使用することができ

る。

３　第１項の検定の申請に係る教科用図書に関し調査審議させるための審議会等（国家行政組織法

（昭和 23 年法律第 120 号）第 8 条に規定する機関をいう。以下同じ。）については，政令で定める。
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　〔児童の出席停止〕

第35条　市町村の教育委員会は，次に掲げる行為の 1 又は 2 以上を繰り返し行う等性行不良であっ

て他の児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは，その保護者に対して，児童の出席停

止を命ずることができる。

　一　他の児童に傷害，心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為

　二　職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為

　三　施設又は設備を損壊する行為

　四　授業その他の教育活動の実施を妨げる行為

２　市町村の教育委員会は，前項の規定により出席停止を命ずる場合には，あらかじめ保護者の意

見を聴取するとともに，理由及び期間を記載した文書を交付しなければならない。

３　前項に規定するもののほか，出席停止の命令の手続に関し必要な事項は，教育委員会規則で定

めるものとする。

４　市町村の教育委員会は，出席停止の命令に係る児童の出席停止の期間における学習に対する支

援その他の教育上必要な措置を講ずるものとする。

　〔学齢未満子女の出席停止〕

第36条　学齢に達しない子は，小学校に入学させることができない。

　〔校長・教頭・教諭その他の職員〕

第37条　小学校には，校長，教頭，教諭，養護教諭及び事務職員を置かなければならない。ただし，

特別の事情のあるときは，教頭又は事務職員を置かないことができる。

２　小学校には，前項に規定するもののほか，栄養教諭その他必要な職員を置くことができる。

３　校長は，校務をつかさどり，所属職員を監督する。

４　教頭は，校長を助け，校務を整理し，及び必要に応じ児童の教育をつかさどる。

５　教頭は，校長に事故があるときはその職務を代理し，校長が欠けたときはその職務を行う。こ

の場合において教頭が 2 人以上あるときは，あらかじめ校長が定めた順序で，その職務を代理し，

又は行う。

６　教諭は，児童の教育をつかさどる。

７　養護教諭は，児童の養護をつかさどる。

８　栄養教諭は，児童の栄養の指導及び管理をつかさどる。

９　事務職員は，事務に従事する。

10　助教諭は，教諭の職務を助ける。

11　講師は，教諭又は助教諭に準ずる職務に従事する。

12　養護助教諭は，養護教諭の職務を助ける。

13　特別の事情のあるときは，第１項の規定にかかわらず，教諭に代えて助教諭又は講師を，養護
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教諭に代えて養護助教諭を置くことができる。

　〔小学校設置義務〕

第38条　市町村は，その区域内にある学齢児童を就学させるに必要な小学校を設置しなければなら

ない。

　〔市町村学校組合〕

第39条　市町村は，適当と認めるときは，前条の規定による事務の全部又は一部を処理するため，

市町村の組合を設けることができる。

　〔教育事務の委託〕

第40条　市町村は，前２条の規定によることを不可能又は不適当と認めるときは，小学校の設置に

代え，学齢児童の全部又は一部の教育事務を，他の市町村又は前条の市町村の組合に委託するこ

とができる。

２　前項の場合においては，地方自治法第 252 条の 14 第 3 項において準用する同法第 252 条の

2 第 2 項中「都道府県知事」とあるのは，「都道府県知事及び都道府県の教育委員会」と読み替

えるものとする。

　〔補　助〕

第41条　町村が，前２条の規定による負担に堪えないと都道府県の教育委員会が認めるときは，都

道府県は，その町村に対して，必要な補助を与えなければならない。

第42条　小学校は，文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学校運営の

状況について評価を行い，その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な措置を講ずること

により，その教育水準の向上に努めなければならない。

第43条　小学校は，当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深めるととも

に，これらの者との連携及び協力の推進に資するため，当該小学校の教育活動その他の学校運営

の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。

　〔私立小学校の所管庁〕

第44条　私立の小学校は，都道府県知事の所管に属する。

　〔目　的〕

第45条　中学校は，小学校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて，義務教育として行わ

れる普通教育を施すことを目的とする。

　〔目　標〕

第46条　中学校における教育は，前条に規定する目的を実現するため，第 21 条各号に掲げる目標

を達成するよう行われるものとする。

　〔修業年限〕

第47条　中学校の修業年限は，３年とする。
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　〔教　科〕

第48条　中学校の教育課程に関する事項は，第 45 条及び第 46 条の規定並びに次条において読み

替えて準用する第 30 条第 2 項の規定に従い，文部科学大臣が定める。

　〔準用規定〕

第49条　第 30 条第 2 項，第 31 条，第 34 条，第 35 条及び第 37 条から第 44 条までの規定は，

中学校に準用する。この場合において，第 30 条第 2 項中「前項」とあるのは「第 46 条」と，

第 31 条中「前条第 1 項」とあるのは「第 46 条」と読み替えるものとする。

　〔目　的〕

第50条　高等学校は，中学校における教育の基礎の上に，心身の発達及び進路に応じて，高度な普

通教育及び専門教育を施すことを目的とする。

　〔目　標〕

第51条　高等学校における教育は，前条に規定する目的を実現するため，次の各号に掲げる目標を

達成するよう行われるものとする。

一　義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて，豊かな人間性，創造性及び

健やかな身体を養い，国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。

二　社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき，個性に応じて将来の進路を決定

させ，一般的な教養を高め，専門的な知識，技術及び技能を習得させること。

三　個性の確立に努めるとともに，社会について，広く深い理解と健全な批判力を養い，社会の

発展に寄与する態度を養うこと。

　〔学科及び教科〕

第52条　高等学校の学科及び教育課程に関する事項は，前２条の規定及び第 62 条において読み替

えて準用する第 30 条第 2 項の規定に従い，文部科学大臣が定める。

　〔定時制の課程〕

第53条　高等学校には，全日制の課程のほか，定時制の課程を置くことができる。

２　高等学校には，定時制の課程のみを置くことができる。

　〔通信制の課程〕

第54条　高等学校には，全日制の課程又は定時制の課程のほか，通信制の課程を置くことができる。

２　高等学校には，通信制の課程のみを置くことができる。

３　市町村の設置する高等学校については都道府県の教育委員会，私立の高等学校については都

道府県知事は，高等学校の通信制の課程のうち，当該高等学校の所在する都道府県の区域内に

住所を有する者のほか，全国的に他の都道府県の区域内に住所を有する者を併せて生徒とする

ものその他政令で定めるもの（以下この項において「広域の通信制の課程」という。）に係る第

４条第１項に規定する認可（政令で定める事項に係るものに限る。）を行うときは，あらかじめ，



232

文部科学大臣に届け出なければならない。都道府県の設置する高等学校の広域の通信制の課程

について，当該都道府県の教育委員会がこの項前段の政令で定める事項を行うときも，同様と

する。

４　通信制の課程に関し必要な事項は，文部科学大臣が，これを定める。

　〔技能教育のための施設における学習〕

第55条　高等学校の定時制の課程又は通信制の課程に在学する生徒が，技能教育のための施設で当

該施設の所在地の都道府県の教育委員会の指定するものにおいて教育を受けているときは，校長

は，文部科学大臣の定めるところにより，当該施設における学習を当該高等学校における教科の

一部の履修とみなすことができる。

２　前項の施設の指定に関し必要な事項は，政令で，これを定める。

　〔修業年限〕

第56条　高等学校の修業年限は，全日制の課程については，3 年とし，定時制の課程及び通信制の

課程については，3 年以上とする。

　〔入学資格〕

第57条　高等学校に入学することのできる者は，中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若

しくは中等教育学校の前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところにより，これと同

等以上の学力があると認められた者とする。

　〔専攻科・別科〕

第58条　高等学校には，専攻科及び別科を置くことができる。

２　高等学校の専攻科は，高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者

又は文部科学大臣の定めるところにより，これと同等以上の学力があると認められた者に対して，

精深な程度において，特別の事項を教授し，その研究を指導することを目的とし，その修業年限

は，１年以上とする。

３　高等学校の別科は，前条に規定する入学資格を有する者に対して，簡易な程度において，特別

の技能教育を施すことを目的とし，その修業年限は，1 年以上とする。

　〔入学・退学・転学等〕

第59条　高等学校に関する入学，退学，転学その他必要な事項は，文部科学大臣が，これを定める。

　〔校長・教頭その他の職員〕

第60条　高等学校には，校長，教頭，教諭及び事務職員を置かなければならない。

２　高等学校には，前項に規定するもののほか，養護教諭，栄養教諭，養護助教諭，実習助手，技

術職員その他必要な職員を置くことができる。

３　実習助手は，実験又は実習について，教諭の職務を助ける。

４　特別の事情のあるときは，第１項の規定にかかわらず，教諭に代えて助教諭又は講師を置くこ
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とができる。

５　技術職員は，技術に従事する。

第61条　高等学校に，全日制の課程，定時制の課程又は通信制の課程のうち 2 以上の課程を置くと

きは，それぞれの課程に関する校務を分担して整理する教頭を置かなければならない。

　〔準用規定〕

第62条　第 30 条第 2 項，第 31 条，第 34 条，第 37 条第 3 項から第 12 項まで及び第 42 条から

第 44 条までの規定は，高等学校に準用する。この場合において，第 30 条第 2 項中「前項」と

あるのは「第 51 条」と，第 31 条中「前条第 1 項」とあるのは「第 51 条」と読み替えるもの

とする。

　〔目　的〕

第63条　中等教育学校は，小学校における教育の基礎の上に，心身の発達及び進路に応じて，義務

教育として行われる普通教育並びに高度な普通教育及び専門教育を一貫して施すことを目的とす

る。

　〔目　標〕

第64条　中等教育学校における教育は，前条に規定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達

成するよう行われるものとする。

一　豊かな人間性，創造性及び健やかな身体を養い，国家及び社会の形成者として必要な資質を

養うこと。

二　社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき，個性に応じて将来の進路を決定

させ，一般的な教養を高め，専門的な知識，技術及び技能を習得させること。

三　個性の確立に努めるとともに，社会について，広く深い理解と健全な批判力を養い，社会の

発展に寄与する態度を養うこと。

　〔修業年限〕

第65条　中等教育学校の修業年限は，6 年とする。

　〔前期課程及び後期課程〕

第66条　中等教育学校の課程は，これを前期３年の前期課程及び後期３年の後期課程に区分する。

　〔課程の目的及び目標〕

第67条　中等教育学校の前期課程における教育については，第 63 条に規定する目的のうち，小学

校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて，義務教育として行われる普通教育を施すこ

とを実現するため，第 21 条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

２　中等教育学校の後期課程における教育は，第 63 条に規定する目的のうち，心身の発達及び進

路に応じて，高度な普通教育及び専門教育を施すことを実現するため，第 64 条各号に掲げる目

標を達成するよう行われるものとする。
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　〔学科及び教科〕

第68条　中等教育学校の前期課程の教育課程に関する事項並びに後期課程の学科及び教育課程に関

する事項は，第 63 条，第 64 条及び前条の規定並びに第 70 条第 1 項において読み替えて準用

する第 30 条第 2 項の規定に従い，文部科学大臣が定める。

　〔校長・教頭・教諭その他の職員〕

第69条　中等教育学校には，校長，教頭，教諭，養護教諭及び事務職員を置かなければならない。

２　中等教育学校には，前項に規定するもののほか，栄養教諭，実習助手，技術職員その他必要な

職員を置くことができる。

３　特別の事情のあるときは，第１項の規定にかかわらず，教諭に代えて助教諭又は講師を，養護

教諭に代えて養護助教諭を置くことができる。

　〔準用規定〕

第70条　第 30 条第 2 項，第 31 条，第 34 条，第 37 条第 3 項から第 12 項まで，第 42 条から第

44 条まで，第 59 条並びに第 60 条第 3 項及び第 5 項の規定は中等教育学校に，第 53 条から第

55 条まで，第 58 条及び第 61 条の規定は中等教育学校の後期課程にそれぞれ準用する。この場

合において，第 30 条第 2 項中「前項」とあるのは，「第 64 条」と，第 31 条中「前条第 1 項」

とあるのは「第 64 条」と読み替えるものとする。

２　前項において準用する第 53 条又は第 54 条の規定により後期課程に定時制の課程又は通信制

の課程を置く中等教育学校については，第 65 条の規定にかかわらず，当該定時制の課程又は通

信制の課程に係る修業年限は，６年以上とする。この場合において，第 66 条中「後期３年の後

期課程」とあるのは，「後期３年以上の後期課程」とする。

第71条　同一の設置者が設置する中学校及び高等学校においては，文部科学大臣の定めるところに

より，中等教育学校に準じて，中学校における教育と高等学校における教育を一貫して施すこと

ができる。

　〔特別支援学校の目的〕

第72条　特別支援学校は，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢
し

体不自由者又は病弱者（身体

虚弱者を含む。以下同じ。）に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準ずる教育を施

すとともに，障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授

けることを目的とする。

第73条　特別支援学校においては，文部科学大臣の定めるところにより，前条に規定する者に対す

る教育のうち当該学校が行うものを明らかにするものとする。

第74条　特別支援学校においては，第 72 条に規定する目的を実現するための教育を行うほか，幼

稚園，小学校，中学校，高等学校又は中等教育学校の要請に応じて，第 81 条第 1 項に規定する

幼児，児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努めるものとする。
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　〔盲者等の心身の故障の程度の政令委任〕

第75条　第 72 条に規定する視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢
し

体不自由者又は病弱者の障

害の程度は，政令で定める。

　〔小学部・中学部・幼稚部・高等部〕

第76条　特別支援学校には，小学部及び中学部を置かなければならない。ただし，特別の必要のあ

る場合においては，そのいずれかのみを置くことができる。

２　特別支援学校には，小学部及び中学部のほか，幼稚部又は高等部を置くことができ，また，特

別の必要のある場合においては，前項の規定にかかわらず，小学部及び中学部を置かないで幼稚

部又は高等部のみを置くことができる。

　〔盲学校・聾学校・養護学校の学科・教科〕

第77条　特別支援学校の幼稚部の教育課程その他の保育内容，小学部及び中学部の教育課程又は高

等部の学科及び教育課程に関する事項は，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準じて，文部

科学大臣が定める。

　〔寄宿舎〕

第78条　特別支援学校には，寄宿舎を設けなければならない。ただし，特別の事情のあるときは，

これを設けないことができる。

　〔寄宿舎指導員〕

第79条　寄宿舎を設ける特別支援学校には，寄宿舎指導員を置かなければならない。

２　寄宿舎指導員は，寄宿舎における幼児，児童又は生徒の日常生活上の世話及び生活指導に従事

する。

　〔特別支援学校の設置義務〕

第80条　都道府県は，その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち，視覚障害者，聴覚障害者，

知的障害者，肢
し

体不自由者又は病弱者で，その障害が，第 75 条の政令で定める程度のものを就

学させるに必要な特別支援学校を設置しなければならない。

　〔特殊学級〕

第81条　幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校においては，次項各号のいずれかに

該当する幼児，児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児，児童及び生徒に対し，

文部科学大臣の定めるところにより，障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育

を行うものとする。

２　小学校，中学校，高等学校及び中等教育学校には，次の各号のいずれかに該当する児童及び生

徒のために，特別支援学級を置くことができる。

　一　知的障害者

　二　肢体不自由者
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　三　身体虚弱者

　四　弱視者

　五　難聴者

　六　その他障害のある者で，特別支援学級において教育を行うことが適当なもの

３　前項に規定する学校においては，疾病により療養中の児童及び生徒に対して，特別支援学級を

設け，又は教員を派遣して，教育を行うことができる。

　〔準用規定〕

第82条　第 26 条，第 27 条，第 31 条（第 49 条及び第 62 条において読み替えて準用する場合を

含む。），第 32 条，第 34 条（第 49 条及び第 62 条において準用する場合を含む。），第 36 条，

第 37 条（第 28 条，第 49 条及び第 62 条において準用する場合を含む。），第 42 条から第 44

条まで，第 47 条及び第 56 条から第 60 条までの規定は特別支援学校に，第 84 条の規定は特別

支援学校の高等部に，それぞれ準用する。

　〔目　的〕

第83条　大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，

知的，道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

２　大学は，その目的を実現するための教育研究を行い，その成果を広く社会に提供することによ

り，社会の発展に寄与するものとする。

第84条　大学は，通信による教育を行うことができる。

　〔学　部〕

第85条　大学には，学部を置くことを常例とする。ただし，当該大学の教育研究上の目的を達成す

るため有益かつ適切である場合においては，学部以外の教育研究上の基本となる組織を置くこと

ができる。

　〔夜間において授業を行う学部〕

第86条　大学には，夜間において授業を行う学部又は通信による教育を行う学部を置くことができ

る。

　〔修業年限〕

第87条　大学の修業年限は，4 年とする。ただし，特別の専門事項を教授研究する学部及び前条の

夜間において授業を行う学部については，その修業年限は，4 年を超えるものとすることができ

る。

２　医学，歯学又は獣医学を履修する課程については，前項本文の規定にかかわらず，その修業年

限は，６年とする。

　〔相当期間の修業年限への通算〕

第88条　大学の学生以外の者として１の大学において一定の単位を修得した者が当該大学に入学す
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る場合において，当該単位の修得により当該大学の教育課程の一部を履修したと認められるとき

は，文部科学大臣の定めるところにより，修得した単位数その他の事項を勘案して大学が定める

期間を修業年限に通算することができる。ただし，その期間は，当該大学の修業年限の 2 分の 1

を超えてはならない。

　〔修業年限の特例〕

第89条　大学は，文部科学大臣の定めるところにより，当該大学の学生（第 87 条第 2 項に規定す

る課程に在学するものを除く。）で当該大学に 3 年（同条第 1 項ただし書の規定により修業年限

を４年を超えるものとする学部の学生にあっては，3 年以上で文部科学大臣の定める期間）以上

在学したもの（これに準ずるものとして文部科学大臣の定める者を含む。）が，卒業の要件とし

て当該大学の定める単位を優秀な成績で修得したと認める場合には，同項の規定にかかわらず，

その卒業を認めることができる。

　〔入学資格〕

第90条　大学に入学することのできる者は，高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者若しくは

通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する

学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣の定めるところにより，これと同等以上の学

力があると認められた者とする。

２　前項の規定にかかわらず，次の各号に該当する大学は，文部科学大臣の定めるところにより，

高等学校に文部科学大臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定

める者を含む。）であって，当該大学の定める分野において特に優れた資質を有すると認めるも

のを，当該大学に入学させることができる。

　一　当該分野に関する教育研究が行われている大学院が置かれていること。

二　当該分野における特に優れた資質を有する者の育成を図るのにふさわしい教育研究上の実績

及び指導体制を有すること。

　〔専攻科及び別科〕

第91条　大学には，専攻科及び別科を置くことができる。

２　大学の専攻科は，大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより，これと同等以上

の学力があると認められた者に対して，精深な程度において，特別の事項を教授し，その研究を

指導することを目的とし，その修業年限は，1 年以上とする。

３　大学の別科は，前条第 1 項に規定する入学資格を有する者に対して，簡易な程度において，特

別の技能教育を施すことを目的とし，その修業年限は，1 年以上とする。

　〔学長・教授その他の職員〕

第92条　大学には学長，教授，准教授，助教，助手及び事務職員を置かなければならない。ただし，

教育研究上の組織編制として適切と認められる場合には，准教授，助教又は助手を置かないこと
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ができる。

２　大学には，前項のほか，副学長，学部長，講師，技術職員その他必要な職員を置くことができる。

３　学長は，校務をつかさどり，所属職員を統督する。

４　副学長は，学長の職務を助ける。

５　学部長は，学部に関する校務をつかさどる。

６　教授は，専攻分野について，教育上，研究上又は実務上の特に優れた知識，能力及び実績を有

する者であって，学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事する。

７　准教授は，専攻分野について，教育上，研究上又は実務上の優れた知識，能力及び実績を有す

る者であって，学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事する。

８　助教は，専攻分野について，教育上，研究上又は実務上の知識及び能力を有する者であって，

学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事する。

９　助手は，その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事する。

10　講師は，教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

　〔教授会〕

第93条　大学には，重要な事項を審議するため，教授会を置かなければならない。

２　教授会の組織には，准教授その他の職員を加えることができる。

　〔大学設置基準についての諮問〕

第94条　大学について第 3 条に規定する設置基準を定める場合及び第 4 条第 5 項に規定する基準

を定める場合には，文部科学大臣は，審議会等で政令で定めるものに諮問しなければならない。

　〔大学設置の認可についての諮問〕

第95条　大学の設置の認可を行う場合及び大学に対し第 4 条第 3 項若しくは第 15 条第 2 項若しく

は第 3 項の規定による命令又は同条第 1 項の規定による勧告を行う場合には，文部科学大臣は，

審議会等で政令で定めるものに諮問しなければならない。

　〔研究施設の附置〕

第96条　大学には，研究所その他の研究施設を附置することができる。

　〔大学院の設置〕

第97条　大学には，大学院を置くことができる。

　〔公私立大学の所轄庁〕

第98条　公立又は私立の大学は，文部科学大臣の所轄とする。

　〔大学院の目的〕

第99条　大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわめ，又は高度の専門性が求

められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い，文化の進展に寄与することを目的

とする。
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２　大学院のうち，学術の理論及び応用を教授研究し，高度の専門性が求められる職業を担うため

の深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とするものは，専門職大学院とする。

　〔研究科〕

第100条　大学院を置く大学には，研究科を置くことを常例とする。ただし，当該大学の教育研究

上の目的を達成するため有益かつ適切である場合においては，文部科学大臣の定めるところによ

り，研究科以外の教育研究上の基本となる組織を置くことができる。

第101条　大学院を置く大学には，夜間において授業を行う研究科又は通信による教育を行う研究

科を置くことができる。

　〔大学院の入学資格〕

第102条　大学院に入学することのできる者は，第 83 条の大学を卒業した者又は文部科学大臣の

定めるところにより，これと同等以上の学力があると認められた者とする。ただし，研究科の教

育研究上必要がある場合においては，当該研究科に係る入学資格を，修士の学位若しくは第 104

条第 1 項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する者又は文部科学大臣の定めるところによ

り，これと同等以上の学力があると認められた者とすることができる。

２　前項本文の規定にかかわらず，大学院を置く大学は，文部科学大臣の定めるところにより，第

83 条の大学に文部科学大臣の定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣

が定める者を含む。）であって，当該大学院を置く大学の定める単位を優秀な成績で修得したと

認めるものを，当該大学院に入学させることができる。

　〔学部を置くことなく大学院を置く大学〕

第103条　教育研究上特別の必要がある場合においては，第 85 条の規定にかかわらず，学部を置

くことなく大学院を置くものを大学とすることができる。

　〔学位の授与〕

第104条　大学（第 108 条第 2 項の大学（以下この条において「短期大学」という。）を除く。以

下この条において同じ。）は，文部科学大臣の定めるところにより，大学を卒業した者に対し学

士の学位を，大学院（専門職大学院を除く。）の課程を修了した者に対し修士又は博士の学位を，

専門職大学院の課程を修了した者に対し文部科学大臣の定める学位を授与するものとする。

２　大学は，文部科学大臣の定めるところにより，前項の規定により博士の学位を授与された者と

同等以上の学力があると認める者に対し，博士の学位を授与することができる。

３　短期大学は，文部科学大臣の定めるところにより，短期大学を卒業した者に対し短期大学士の

学位を授与するものとする。

４　独立行政法人大学評価・学位授与機構は，文部科学大臣の定めるところにより，次の各号に掲

げる者に対し，当該各号に定める学位を授与するものとする。

一　短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又はこれに準ずる者で，大学における一定の単
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位の修得又はこれに相当するものとして文部科学大臣の定める学習を行い，大学を卒業した者

と同等以上の学力を有すると認める者　学士

二　学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うもののうち当該教育を行うにつき他の法

律に特別の規定があるものに置かれる課程で，大学又は大学院に相当する教育を行うと認める

ものを修了した者　学士，修士又は博士

５　学位に関する事項を定めるについては，文部科学大臣は，第 94 条の政令で定める審議会等に

諮問しなければならない。

第105条　大学は，文部科学大臣の定めるところにより，当該大学の学生以外の者を対象とした特

別の課程を編成し，これを修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができ

る。

　〔名誉教授〕

第106条　大学は，当該大学に学長，副学長，学部長，教授，准教授又は講師として勤務した者であっ

て，教育上又は学術上特に功績のあった者に対し，当該大学の定めるところにより，名誉教授の

称号を授与することができる。

　〔公開講座〕

第107条　大学においては，公開講座の施設を設けることができる。

２　公開講座に関し必要な事項は，文部科学大臣が，これを定める。

　〔短期大学〕

第108条　大学は，第 83 条第 1 項に規定する目的に代えて，深く専門の学芸を教授研究し，職業

又は実際生活に必要な能力を育成することを主な目的とすることができる。

２　前項に規定する目的をその目的とする大学は，第 87 条第 1 項の規定にかかわらず，その修業

年限を２年又は３年とする。

３　前項の大学は，短期大学と称する。

４　第 2 項の大学には，第 85 条及び第 86 条の規定にかかわらず，学部を置かないものとする。

５　第 2 項の大学には，学科を置く。

６　第 2 項の大学には，夜間において授業を行う学科又は通信による教育を行う学科を置くことが

できる。

７　第 2 項の大学を卒業した者は，文部科学大臣の定めるところにより，第 83 条の大学に編入学

することができる。

８　第 97 条の規定は，第 2 項の大学については適用しない。

　〔大学審議会〕

第109条　大学は，その教育研究水準の向上に資するため，文部科学大臣の定めるところにより，

当該大学の教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究等」とい
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う。）の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。

２　大学は，前項の措置に加え，当該大学の教育研究等の総合的な状況について，政令で定める期

間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下

「認証評価」という。）を受けるものとする。ただし，認証評価機関が存在しない場合その他特別

の事由がある場合であって，文部科学大臣の定める措置を講じているときは，この限りでない。

３　専門職大学院を置く大学にあっては，前項に規定するもののほか，当該専門職大学院の設置の

目的に照らし，当該専門職大学院の教育課程，教員組織その他教育研究活動の状況について，政

令で定める期間ごとに，認証評価を受けるものとする。ただし，当該専門職大学院の課程に係る

分野について認証評価を行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由がある場合であっ

て，文部科学大臣の定める措置を講じているときは，この限りでない。

４　前 2 項の認証評価は，大学からの求めにより，大学評価基準（前 2 項の認証評価を行うため

に認証評価機関が定める基準をいう。次条において同じ。）に従って行うものとする。

第110条　認証評価機関になろうとする者は，文部科学大臣の定めるところにより，申請により，

文部科学大臣の認証を受けることができる。

２　文部科学大臣は，前項の規定による認証の申請が次の各号のいずれにも適合すると認めるとき

は，その認証をするものとする。

　一　大学評価基準及び評価方法が認証評価を適確に行うに足りるものであること。

　二　認証評価の公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制が整備されていること。

三　第４項に規定する措置（同項に規定する通知を除く。）の前に認証評価の結果に係る大学か

らの意見の申立ての機会を付与していること。

四　認証評価を適確かつ円滑に行うに必要な経理的基礎を有する法人（人格のない社団又は財団

で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次号において同じ。）であること。

五　次条第 2 項の規定により認証を取り消され，その取消しの日から 2 年を経過しない法人で

ないこと。

　六　その他認証評価の公正かつ適確な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。

３　前項に規定する基準を適用するに際して必要な細目は，文部科学大臣が，これを定める。

４　認証評価機関は，認証評価を行ったときは，遅滞なく，その結果を大学に通知するとともに，文

部科学大臣の定めるところにより，これを公表し，かつ，文部科学大臣に報告しなければならない。

５　認証評価機関は，大学評価基準，評価方法その他文部科学大臣の定める事項を変更しようとす

るとき，又は認証評価の業務の全部若しくは一部を休止若しくは廃止しようとするときは，あら

かじめ，文部科学大臣に届け出なければならない。

６　文部科学大臣は，認証評価機関の認証をしたとき，又は前項の規定による届出があったときは，

その旨を官報で公示しなければならない。
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第111条　文部科学大臣は，認証評価の公正かつ適確な実施が確保されないおそれがあると認める

ときは，認証評価機関に対し，必要な報告又は資料の提出を求めることができる。

２　文部科学大臣は，認証評価機関が前項の求めに応じず，若しくは虚偽の報告若しくは資料の提

出をしたとき，又は前条第２項及び第３項の規定に適合しなくなったと認めるときその他認証評

価の公正かつ適確な実施に著しく支障を及ぼす事由があると認めるときは，当該認証評価機関に

対してこれを改善すべきことを求め，及びその求めによってもなお改善されないときは，その認

証を取り消すことができる。

３　文部科学大臣は，前項の規定により認証評価機関の認証を取り消したときは，その旨を官報で

公示しなければならない。

第112条　文部科学大臣は，次に掲げる場合には，第 94 条の政令で定める審議会等に諮問しなけ

ればならない。

　一　認証評価機関の認証をするとき。

　二　第 110 条第 3 項の細目を定めるとき。

　三　認証評価機関の認証を取り消すとき。

第113条　大学は，教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため，その教育研究活動の状況

を公表するものとする。

　〔準用規定〕

第114条　第 37 条第 9 項及び第 60 条第 5 項の規定は，大学に準用する。

　〔目　的〕

第115条　高等専門学校は，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成することを目的と

する。

２　高等専門学校は，その目的を実現するための教育を行い，その成果を広く社会に提供すること

により，社会の発展に寄与するものとする。

　〔学　科〕

第116条　高等専門学校には，学科を置く。

２　前項の学科に関し必要な事項は，文部科学大臣が，これを定める。

　〔修業年限〕

第117条　高等専門学校の修業年限は，5 年とする。ただし，商船に関する学科については，5 年 6

月とする。

　〔入学資格〕

第118条　高等専門学校に入学することのできる者は，第 57 条に規定する者とする。

　〔専攻科〕

第119条　高等専門学校には，専攻科を置くことができる。
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２　高等専門学校の専攻科は，高等専門学校を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより，

これと同等以上の学力があると認められた者に対して，精深な程度において，特別の事項を教授

し，その研究を指導することを目的とし，その修業年限は，1 年以上とする。

　〔校長・教授・その他の職員〕

第120条　高等専門学校には，校長，教授，准教授，助教，助手及び事務職員を置かなければならない。

ただし，教育上の組織編制として適切と認められる場合には，准教授，助教又は助手を置かない

ことができる。

２　高等専門学校には，前項のほか，講師，技術職員その他必要な職員を置くことができる。

３　校長は，校務を掌り，所属職員を監督する。

４　教授は，専攻分野について，教育上又は実務上の特に優れた知識，能力及び実績を有する者で

あって，学生を教授する。

５　准教授は，専攻分野について，教育上又は実務上の優れた知識，能力及び実績を有する者であっ

て，学生を教授する。

６　助教は，専攻分野について，教育上又は実務上の知識及び能力を有する者であって，学生を教

授する。

７　助手は，その所属する組織における教育の円滑な実施に必要な業務に従事する。

８　講師は，教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

　〔準学士〕

第121条　高等専門学校を卒業した者は，準学士と称することができる。

　〔卒業者の大学への編入学〕

第122条　高等専門学校を卒業した者は，文部科学大臣の定めるところにより，大学に編入学する

ことができる。

　〔準用規定〕

第123条　第 37 条第 9 項，第 59 条，第 60 条第 5 項，第 94 条（設置基準に係る部分に限る），第

95 条，第 98 条，第 105 条から第 107 条まで，第 109 条（第 3 項を除く。）及び第 110 条から

第 113 条までの規定は，高等専門学校に準用する。

　〔専修学校〕

第124条　第 1 条に掲げるもの以外の教育施設で，職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，

又は教養の向上を図ることを目的として次の各号に該当する組織的な教育を行うもの（当該教育

を行うにつき他の法律に特別の規定があるもの及び我が国に居住する外国人を専ら対象とするも

のを除く。）は，専修学校とする。

　一　修業年限が１年以上であること。

　二　授業時数が文部科学大臣の定める授業時数以上であること。
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　三　教育を受ける者が常時 40 人以上であること。

　〔高等課程・専門課程・一般課程〕

第125条　専修学校には，高等課程，専門課程又は一般課程を置く。

２　専修学校の高等課程においては，中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは中等

教育学校の前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力

があると認められた者に対して，中学校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて前条の

教育を行うものとする。

３　専修学校の専門課程においては，高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を

卒業した者又は文部科学大臣の定めるところによりこれに準ずる学力があると認められた者に対

して，高等学校における教育の基礎の上に，前条の教育を行うものとする。

４　専修学校の一般課程においては，高等課程又は専門課程の教育以外の前条の教育を行うものと

する。

　〔名　称〕

第126条　高等課程を置く専修学校は，高等専修学校と称することができる。

２　専門課程を置く専修学校は，専門学校と称することができる。

　〔設置者〕

第127条　専修学校は，国及び地方公共団体のほか，次に該当する者でなければ，設置することが

できない。

　一　専修学校を経営するために必要な経済的基礎を有すること。

二　設置者（設置者が法人である場合にあっては，その経営を担当する当該法人の役員とする。

次号において同じ。）が専修学校を経営するために必要な知識又は経験を有すること。

　三　設置者が社会的信望を有すること。

　〔設置基準〕

第128条　専修学校は，次に掲げる事項について文部科学大臣の定める基準に適合していなければ

ならない。

　一　目的，生徒の数又は課程の種類に応じて置かなければならない教員の数

二　目的，生徒の数又は課程の種類に応じて有しなければならない校地及び校舎の面積並びにそ

の位置及び環境

　三　目的，生徒の数又は課程の種類に応じて有しなければならない設備

　四　目的又は課程の種類に応じた教育課程及び編制の大綱

　〔校長及び教員〕

第129条　専修学校には，校長及び相当数の教員を置かなければならない。

２　専修学校の校長は，教育に関する識見を有し，かつ，教育，学術又は文化に関する業務に従事
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した者でなければならない。

３　専修学校の教員は，その担当する教育に関する専門的な知識又は技能に関し，文部科学大臣の

定める資格を有する者でなければならない。

　〔設置廃止等の認可〕

第130条　国又は都道府県が設置する専修学校を除くほか，専修学校の設置廃止（高等課程，専門

課程又は一般課程の設置廃止を含む。），設置者の変更及び目的の変更は，市町村の設置する専修

学校にあっては都道府県の教育委員会，私立の専修学校にあっては都道府県知事の認可を受けな

ければならない。

２　都道府県の教育委員会又は都道府県知事は，専修学校の設置（高等課程，専門課程又は一般

課程の設置を含む。）の認可の申請があったときは，申請の内容が第 124 条，第 125 条及び前 3

条の基準に適合するかどうかを審査した上で，認可に関する処分をしなければならない。

３　前項の規定は，専修学校の設置者の変更及び目的の変更の認可の申請があった場合について準

用する。

４　都道府県の教育委員会又は都道府県知事は，第 1 項の認可をしない処分をするときは，理由を

付した書面をもって申請者にその旨を通知しなければならない。

　〔名称・位置又は学則変更等の監督庁への届出〕

第131条　国又は都道府県が設置する専修学校を除くほか，専修学校の設置者は，その設置する専

修学校の名称，位置又は学則を変更しようとするときその他政令で定める場合に該当するときは，

市町村の設置する専修学校にあっては都道府県の教育委員会に，私立の専修学校にあっては都道

府県知事に届け出なければならない。

　〔大学への編入学〕

第132条　専修学校の専門課程（修業年限が 2 年以上であることその他の文部科学大臣の定める基

準を満たすものに限る。）を修了した者（第 90 条第 1 項に規定する者に限る。）は，文部科学大

臣の定めるところにより，大学に編入学することができる。

　〔準用規定〕

第133条　第 5 条，第 6 条，第 9 条から第 14 条まで及び第 42 条から第 44 条までの規定は専修学

校に，第 105 条の規定は専門課程を置く専修学校に準用する。この場合において，第 10 条中「大

学及び高等専門学校にあっては文部科学大臣に，大学及び高等専門学校以外の学校にあっては都

道府県知事に」とあるのは「都道府県知事に」と，第 13 条中「第 4 条第 1 項各号に掲げる学校」

とあるのは「市町村の設置する専修学校又は私立の専修学校」と，「同項各号に定める者」とあ

るのは「都道府県の教育委員会又は都道府県知事」と，同条第 2 号中「その者」とあるのは「当

該都道府県の教育委員会又は都道府県知事」と，第 14 条中「大学及び高等専門学校以外の市町

村の設置する学校については都道府県の教育委員会，大学及び高等専門学校以外の私立学校につ
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いては都道府県知事」とあるのは「市町村の設置する専修学校については都道府県の教育委員会，

私立の専修学校については都道府県知事」と読み替えるものとする。

２　都道府県の教育委員会又は都道府県知事は，前項において準用する第 13 条の規定による処分

をするときは，理由を付した書面をもって当該専修学校の設置者にその旨を通知しなければなら

ない。

　〔各種学校〕

第134条　第 1 条に掲げるもの以外のもので，学校教育に類する教育を行うもの（当該教育を行う

につき他の法律に特別の規定があるもの及び第 124 条に規定する専修学校の教育を行うものを

除く。）は，各種学校とする。

２　第 4 条第 1 項，第 5 条から第 7 条まで，第 9 条から第 11 条まで，第 13 条 , 第 14 条及び第

42 条から第 44 条までの規定は，各種学校に準用する。この場合において，第 4 条第 1 項中「次

の各号に掲げる学校の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める者」とあるのは「市町村の設置す

る各種学校にあっては都道府県の教育委員会，私立の各種学校にあっては都道府県知事」と，第

10 条中「大学及び高等専門学校にあっては文部科学大臣に，大学及び高等専門学校以外の学校

にあっては都道府県知事に」とあるのは「都道府県知事に」と，第 13 条中「第 4 条第 1 項各号

に掲げる学校」とあるのは「市町村の設置する各種学校又は私立の各種学校」と，「同項各号に

定める者」とあるのは「都道府県の教育委員会又は都道府県知事」と，同条第 2 項中「その者」

とあるのは「当該都道府県の教育委員会又は都道府県知事」と，第 14 条中「大学及び高等専門

学校以外の市町村の設置する学校については都道府県の教育委員会，大学及び高等専門学校以外

の私立学校については都道府県知事」とあるのは「市町村の設置する各種学校については都道府

県の教育委員会，私立の各種学校については都道府県知事」と読み替えるものとする。

３　前項のほか，各種学校に関し必要な事項は，文部科学大臣がこれを定める。

　〔類似名称の使用禁止〕

第135条　専修学校，各種学校その他第 1 条に掲げるもの以外の教育施設は，同条に掲げる学校の

名称又は大学院の名称を用いてはならない。

２　高等課程を置く専修学校以外の教育施設は高等専修学校の名称を，専門課程を置く専修学校以

外の教育施設は専門学校の名称を，専修学校以外の教育施設は専修学校の名称を用いてはならな

い。

　〔専修学校・各種学校設置の勧告及び教育の停止命令〕

第136条　都道府県の教育委員会（私人の経営に係るものにあっては，都道府県知事）は，学校以

外のもの又は専修学校若しくは各種学校以外のものが専修学校又は各種学校の教育を行うものと

認める場合においては，関係者に対して，一定の期間内に専修学校設置又は各種学校設置の認可

を申請すべき旨を勧告することができる。ただし，その期間は，1 箇月を下ることができない。
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２　都道府県の教育委員会（私人の経営に係るものにあっては，都道府県知事）は，前項に規定す

る関係者が，同項の規定による勧告に従わず引き続き専修学校若しくは各種学校の教育を行って

いるとき，又は専修学校設置若しくは各種学校設置の認可を申請したがその認可が得られなかっ

た場合において引き続き専修学校若しくは各種学校の教育を行っているときは，当該関係者に対

して，当該教育をやめるべき旨を命ずることができる。

３　都道府県知事は，前項の規定による命令をなす場合においては，あらかじめ私立学校審議会の

意見を聞かなければならない。

　〔学校施設の社会教育等への利用〕

第137条　学校教育上支障のない限り，学校には，社会教育に関する施設を附置し，又は学校の施

設を社会教育その他公共のために，利用させることができる。

　〔行政手続法の適用除外〕

第138条　第 17 条第 3 項の政令で定める事項のうち同条第 1 項又は第 2 項の義務の履行に関する処

分に該当するもので政令で定めるものについては，行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）第 3 章

の規定は，適用しない。

　〔不服申立ての制限〕

第139条　文部科学大臣がした大学又は高等専門学校の設置の認可に関する処分については，行政

不服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）による不服申立てをすることができない。

　〔東京都の区の取扱〕

第140条　この法律における市には，東京都の区を含むものとする。

　〔学部以外の組織の取扱い〕

第141条　この法律（第 85 条及び第 100 条を除く。）及び他の法令（教育公務員特例法（昭和 24

年法律第 1 号）及び当該法令に特別の定めのあるものを除く。）において，大学の学部には第 85

条ただし書に規定する組織を含み，大学の大学院の研究科には第 100 条ただし書に規定する組

織を含むものとする。

　〔法律施行のため必要事項の命令への委任〕

第142条　この法律に規定するもののほか，この法律施行のため必要な事項で，地方公共団体の機

関が処理しなければならないものについては政令で，その他のものについては文部科学大臣が，

これを定める。

　〔学校閉鎖命令違反等の罪〕

第143条　第 13 条の規定（第 133 条第 1 項及び第 134 条第 2 項において準用する場合を含む。）

による閉鎖命令又は第 136 条第 2 項の規定による命令に違反した者は，これを 6 月以下の懲役

若しくは禁錮又は 20 万円以下の罰金に処する。

第144条　第 17 条第 1 項又は第 2 項の義務の履行の督促を受け，なお履行しない者は，10 万円以
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下の罰金に処する。

　〔子女使用者の義務違反の罪〕

第145条　第 20 条の規定に違反した者は，これを 10 万円以下の罰金に処する。

　〔学校の名称専用違反の罪〕

第146条　第 135 条の規定に違反した者は，これを 10 万円以下の罰金に処する。

　　　　（以下略）

３）学校教育法施行令

( 昭和28年10月31日 ）　
政 令 第 3 4 0 号　　

最終改正　平 19 年 3 月 22 日　政令第 55 号　

　〔法第 4 条第 1 項の政令で定める事項〕

第23条　法第 4 条第 1 項（法第 83 条第 2 項において準用する場合を含む。）の政令で定める事項は，

次のとおりとする。

　一　市町村の設置する特別支援学校の位置の変更

二　高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。第 10 号及び第 24 条において同じ。）の学科又

は市町村の設置する特別支援学校の高等部の学科，専攻科若しくは別科の設置及び廃止

　三　私立の大学の学部の学科の設置

四　大学の大学院（専門職大学院を含む。）の研究科の専攻の設置及び当該専攻に係る課程（法

第 68 条の 2 第 1 項に規定する課程をいう。次条第 1 項第 1 号において同じ。）の変更

　五　高等専門学校の学科の設置

六　大学における通信教育の開設並びに特別支援学校の高等部における通信教育の開設及び廃止

　七　特別支援学校の小学部，中学部，高等部又は幼稚部の設置及び廃止

　八　市町村の設置する特別支援学校の高等部の学級の編制及びその変更

九　市町村の設置する高等学校，中等教育学校，特別支援学校又は幼稚園（指定都市の設置する

幼稚園を除く。）の分校の設置及び廃止

十　高等学校の広域の通信制の課程（法第 45 条第 3 項（法第 51 条の 9 第 1 項において準用す

る場合を含む。第 24 条及び第 24 条の 2 において同じ。）に規定する広域の通信制の課程をい

う。以下同じ。）に係る学則の変更

　十一　私立の学校又は私立の各種学校の収容定員に係る学則の変更

　〔法第 4 条第 2 項第三号の政令で定める事項〕

第23条の２　法第 4 条第 2 項第三号の政令で定める事項は、次のとおりとする。
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一　私立の大学の学部の学科の設置又は公立若しくは私立の大学の大学院（専門職大学院を含

む。）の研究科の専攻の設置若しくは専攻に係る課程の変更であって，当該大学が授与する学

位の種類及び分野の変更を伴わないもの

二　高等専門学校の学科の設置であって，当該高等専門学校が設置する学科の分野の変更を伴わ

ないもの

三　大学における通信教育の開設であって，当該大学が授与する通信教育に係る学位の種類及び

分野の変更を伴わないもの

四　私立の大学又は高等専門学校の収容定員（大学にあっては，通信教育及び文部科学大臣の定

める分野に係るものを除く。）に係る学則の変更であって，当該収容定員の総数の増加を伴わ

ないもの

五　私立の大学の通信教育に係る収容定員に係る学則の変更であって，当該収容定員の総数の増

加を伴わないもの

２　前項第一号の学位の種類及び分野の変更，同項第二号の学科の分野の変更並びに同項第三号の

通信教育に係る学位の種類及び分野の変更に関する基準は，文部科学大臣が定める。

３　前項に規定する基準を定める場合には，文部科学大臣は，中央教育審議会に諮問しなければな

らない。

　　　　　（略）

　〔市町村立高等学校等の名称の変更等についての届出等〕

第26条　次に掲げる場合においては，市町村の教育委員会は，当該市町村の設置する高等学校，中

等教育学校，特別支援学校及び幼稚園（第二号の場合にあっては，特別支援学校を除く。）につ

いて都道府県の教育委員会に対し，市町村及び都道府県の教育委員会は，当該市町村又は都道府

県の設置する高等専門学校について文部科学大臣に対し，市町村長，都道府県知事及び公立大学

法人（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 68 条第 1 項に規定する公立大学法人

をいう。以下同じ。）の理事長は，当該市町村，都道府県又は公立大学法人の設置する大学につ

いて文部科学大臣に対し，それぞれその旨を届け出なければならない。

　一　名称を変更しようとするとき。

　二　位置を変更しようとするとき。

三　学則（高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下この条及び第 27 条の 2 において同じ。）

の広域の通信制の課程に係るものを除く。）を変更したとき。

　　　　　（略）

　〔通信教育に関する規程の変更についての届出〕

第27条　市町村，都道府県若しくは公立大学法人の設置する大学又は市町村の設置する特別支援学

校の高等部における通信教育に関する規程を変更しようとするときは，市町村長，都道府県知事
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又は公立大学法人の理事長は，当該市町村，都道府県又は公立大学法人の設置する大学について

文部科学大臣に対し，市町村の教育委員会は，当該市町村の設置する特別支援学校の高等部につ

いて都道府県の教育委員会に対し，それぞれその旨を届け出なければならない。

　〔文部省令への委任〕

第28条　法及びこの節の規定に基づいてなすべき認可の申請，届出及び報告の手続その他の細則に

ついては，文部科学省令で定める。

　　　　　（略）

　〔学期及び休業日〕

第29条　公立の学校（大学を除く。）の学期及び夏季，冬季，学年末，農繁期等における休業日は，

当該学校を設置する市町村又は都道府県の教育委員会が定める。

　〔学校廃止後の書類の保存〕

第31条　公立又は私立の学校（私立の大学及び高等専門学校を除く。）が廃止されたときは，大学

以外の公立の学校については当該学校を設置していた市町村又は都道府県の教育委員会が，市町

村又は都道府県の設置する大学については当該大学を設置していた市町村又は都道府県の長が，

公立大学法人の設置する大学については当該大学を設置していた公立大学法人の設立団体（地方

独立行政法人法第 6 条第 3 項に規定する設立団体をいう。）の長が，私立の学校については当該

学校の所在していた都道府県の知事が，文部科学省令で定めるところにより，それぞれ当該学校

に在学し，又はこれを卒業した者の学習及び健康の状況を記録した書類を保存しなければならな

い。

　　　　　（略）

　〔認証評価の期間〕

第40条　法第 69 条の 3 第 2 項（法第 70 条の 10 において準用する場合を含む。）の政令で定める

期間は 7 年以内，法第 69 条の 3 第 3 項の政令で定める期間は 5 年以内とする。

　　　　　（以下略）

４）学校教育法施行規則

( 昭和22年5月23日 ）　
文部省令第 11 号　　

最終改正　平成 19 年 7 月 31 日　文部科学省令第 22 号　

　〔学校の設備・位置〕

第１条　学校には，その学校の目的を実現するために必要な校地，校舎，校具，運動場，図書館又

は図書室，保健室その他の設備を設けなければならない。
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２　学校の位置は，教育上適切な環境に，これを定めなければならない。

　〔私立学校の届出〕

第２条　私立学校の設置者は，その設置する大学又は高等専門学校について次に掲げる事由がある

ときは，その旨を文部科学大臣に届け出なければならない。

　一　目的，名称，位置又は学則（収容定員に係るものを除く。）を変更しようとするとき。

　二　分校を設置し，又は廃止しようとするとき。

三　大学の学部，大学院の研究科，短期大学の学科その他の組織の位置を，我が国から外国に，

外国から我が国に，又は一の外国から他の外国に変更するとき。

　四　大学における通信教育に関する規程を変更しようとするとき。

　五　経費の見積り及び維持方法を変更しようとするとき。

六　校地，校舎，その他直接教育の用に供する土地及び建物に関する権利を取得し，若しくは処

分しようとするとき，又は用途の変更，改築等によりこれらの土地及び建物の現状に重要な変

更を加えようとするとき。

　〔学校設置の認可・届出の手続〕

第３条　学校の設置についての認可の申請又は届出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，次の事

項（市（特別区を含む。以下同じ。）町村立の小学校及び中学校については，第四号及び第五号

の事項を除く。）を記載した書類及び校地，校舎その他直接保育又は教育の用に供する土地及び

建物（以下「校地校舎等」という。）の図面を添えてしなければならない。

　一　目的

　二　名称

　三　位置

　四　学則

　五　経費の見積り及び維持方法

　六　開設の時期

　〔学則の記載事項〕

第４条　前条の学則中には，少くとも，次の事項を記載しなければならない。

　一　修業年限，学年，学期及び授業を行わない日（以下「休業日」という。）に関する事項

　二　部科及び課程の組織に関する事項

　三　教育課程及び授業日時数に関する事項

　四　学習の評価及び課程修了の認定に関する事項

　五　収容定員及び職員組織に関する事項

　六　入学，退学，転学，休学及び卒業に関する事項

　七　授業料，入学料その他の費用徴収に関する事項
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　八　賞罰に関する事項

　九　寄宿舎に関する事項

２　前項各号に掲げる事項のほか，通信制の課程を置く高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。

以下この項において同じ。）については，前条の学則中に，次の事項を記載しなければならない。

　一　通信教育を行なう区域に関する事項

　二　通信教育について協力する高等学校に関する事項

３　第 1 項各号に掲げる事項のほか，特別支援学校については，前条の学則中に，学校教育法（昭

和 22 年法律第 26 号）第 71 条に規定する者に対する教育のうち当該特別支援学校が行うものに

関する事項を記載しなければならない。

　〔目的等の変更についての認可申請・届出〕

第４条の２　学校の目的，名称，位置，学則又は経費の見積り及び維持方法の変更についての認可

の申請又は届出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，変更の事由及び時期を記載した書類を添

えてしなければならない。

２　私立学校の収容定員に係る学則の変更についての認可の申請又は届出は，それぞれ認可申請書

又は届出書に，前項の書類のほか，経費の見積り及び維持方法を記載した書類並びに当該変更後

の収容定員に必要な校地校舎等の図面を添えてしなければならない。

　〔校地校舎等の取得・処分の届出〕

第５条　学校の校地校舎等に関する権利を取得し，若しくは処分し，又は用途の変更，改築等によ

りこれらの現状に重要な変更を加えることについての届出は，届出書に，その事由及び時期を記

載した書類並びに当該校地校舎等の図面を添えてしなければならない。

　〔分校の設置，認可申請又は届出の手続〕

第６条　分校（私立学校の分校を含む。第 7 条の 7 において同じ。）の設置についての認可の申請

又は届出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，次の事項（市町村立の小学校及び中学校につい

ては，第四号及び第五号の事項を除く。）を記載した書類及び校地校舎等の図面を添えてしなけ

ればならない。

　一　事由

　二　名称

　三　位置

　四　学則の変更事項

　五　経費の見積り及び維持方法

　六　開設の時期

第６条の２　第 2 条第三号に掲げる事由に係る届出は，届出書に，次の事項を記載した書類及び校

地校舎等の図面を添えてしなければならない。
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　一　事由

　二　名称

　三　位置

　四　学則の変更事項

　五　経費の見積り及び維持方法

　六　変更の時期

　〔二部授業の届出手続〕

第７条　二部授業を行うことについての届出は，届出書に，その事由，期間及び実施方法を記載し

た書類を添えてしなければならない。

　〔学級編制の認可申請又は届出の手続〕

第７条の２　学級の編制についての認可の申請は，認可申請書に，各学年ごとの各学級別の生徒の

数（数学年の生徒を 1 学級に編制する場合にあっては，各学級ごとの各学年別の生徒の数とする。

本条中以下同じ。）を記載した書類を添えてしなければならない。

２　学級の編制の変更についての認可の申請は，認可申請書に，変更の事由及び時期並びに変更前

及び変更後の各学年ごとの各学級別の生徒の数を記載した書類を添えてしなければならない。

　〔高等学校の全日制課程，定時制課程等の設置認可の申請又は届出〕

第７条の３　高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の全日制の課程，定時制の課程，通信

制の課程，学科，専攻科若しくは別科，大学の学部，学部の学科，大学院，大学院の研究科若し

くは研究科の専攻，短期大学の学科，高等専門学校の学科若しくは特別支援学校の高等部の学科，

専攻科若しくは別科の設置又は大学院の研究科の専攻に係る課程の変更についての認可の申請又

は届出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，第 6 条各号の事項を記載した書類及びその使用に

係る部分の校地校舎等の図面を添えてしなければならない。

第７条の４　大学又は特別支援学校の高等部における通信教育の開設についての認可の申請又は届

出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，第 6 条各号の事項を記載した書類，通信教育に関する

規程及びその使用に係る部分の校地校舎等の図面を添えてしなければならない。

２　大学又は特別支援学校の高等部における通信教育に関する規程の変更についての届出は，届出

書に，変更の事由及び時期を記載した書類を添えてしなければならない。

３　大学又は特別支援学校の高等部における通信教育の廃止についての認可の申請又は届出は，そ

れぞれ認可申請書又は届出書に，廃止の事由及び時期並びに学生又は生徒の処置方法を記載した

書類を添えてしなければならない。

　　　　　（略）

　〔学校の設置者変更，認可申請又は届出の手続〕

第７条の６　学校の設置者の変更についての認可の申請又は届出は，それぞれ認可申請書又は届
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出書に，当該設置者の変更に関係する地方公共団体（公立大学法人（地方独立行政法人法（平成

15 年法律第 118 号）第 68 条第 1 項に規定する公立大学法人をいう。）を含む。以下この条にお

いて同じ。）又は学校法人（私立の幼稚園を設置する学校法人以外の法人及び私人を含む。）が連

署して，変更前及び変更後の第 3 条第一号から第五号まで（小学校又は中学校の設置者の変更の

場合において，新たに設置者となろうとする者が市町村であるときは，第四号及び第五号を除く。）

の事項並びに変更の事由及び時期を記載した書類を添えてしなければならない。ただし，新たに

設置者となろうとする者が成立前の地方公共団体である場合においては，当該成立前の地方公共

団体の連署を要しない。

　〔学校等の廃止についての認可の申請又は届出〕

第７条の７　学校若しくは分校の廃止，高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の全日制の

課程，定時制の課程，通信制の課程，学科，専攻科若しくは別科の廃止，大学の学部，学部の学科，

大学院，大学院の研究科若しくは研究科の専攻の廃止，短期大学の学科の廃止，高等専門学校の

学科の廃止又は特別支援学校の小学部，中学部，高等部，幼稚部若しくは高等部の学科，専攻科

若しくは別科の廃止についての認可の申請又は届出は，それぞれ認可申請書又は届出書に，廃止

の事由及び時期並びに児童，生徒，学生又は幼児（以下「児童等」という。）の処置方法を記載

した書類を添えてしなければならない。

　　　　　（略）

　〔細　則〕

第７条の９　学校教育法，学校教育法施行令及びこの省令の規定に基づいてなすべき認可の申請，

届出及び報告の手続その他の細則については，文部科学省令で定めるもののほか，公立又は私立

の大学及び高等専門学校に係るものにあっては文部科学大臣，大学及び高等専門学校以外の市町

村の設置する学校に係るものにあっては都道府県の教育委員会，大学及び高等専門学校以外の私

立学校に係るものにあっては都道府県知事が，これを定める。

　　　　　（略）

　〔指導要録〕

第12条の３　校長は，その学校に在学する児童等の指導要録（学校教育法施行令第 31 条に規定す

る児童等の学習及び健康の状況を記録した書類の原本をいう。以下同じ。）を作成しなければな

らない。

２　校長は，児童等が進学した場合においては，その作成に係る当該児童等の指導要録の抄本又は

写しを作成し，これを進学先の校長に送付しなければならない。

３　校長は，児童等が転学した場合においては，その作成に係る当該児童等の指導要録の写しを作

成し，その写し（転学してきた児童等については転学により送付を受けた指導要録の写しを含む。）

及び前項の抄本又は写しを転学先の校長に送付しなければならない。
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　〔出席簿〕

第12条の４　校長（学長を除く。）は，当該学校に在学する児童等について出席簿を作成しなけれ

ばならない。

　〔懲　戒〕

第13条　校長及び教員が児童等に懲戒を加えるに当たっては，児童等の心身の発達に応ずる等教育

上必要な配慮をしなければならない。

２　懲戒のうち，退学，停学及び訓告の処分は，校長（大学にあっては，学長の委任を受けた学部

長を含む。）がこれを行う。

３　前項の退学は，公立の小学校，中学校（学校教育法第 51 条の 10 の規定により高等学校にお

ける教育と一貫した教育を施すもの（以下「併設型中学校」という。）を除く。）又は特別支援学

校に在学する学齢児童又は学齢生徒を除き，次の各号のいずれかに該当する児童等に対して行う

ことができる。

　一　性行不良で改善の見込がないと認められる者

　二　学力劣等で成業の見込がないと認められる者

　三　正当の理由がなくて出席常でない者

　四　学校の秩序を乱し，その他学生又は生徒としての本分に反した者

４　第 2 項の停学は，学齢児童又は学齢生徒に対しては，行うことができない。

　〔私立学校長の届出の手続〕

第14条　私立学校が，校長を定め，大学及び高等専門学校にあっては文部科学大臣，大学及び高等

専門学校以外の学校にあっては都道府県知事に届け出るに当たっては，その履歴書を添えなけれ

ばならない。

　〔学校備付表簿〕

第15条　学校において備えなければならない表簿は，概ね次のとおりとする。

　一　学校に関係のある法令

二　学則，日課表，教科用図書配当表，学校医執務記録簿，学校歯科医執務記録簿，学校薬剤師

執務記録簿及び学校日誌

　三　職員の名簿，履歴書，出勤簿並びに担任学級，担任の教科又は科目及び時間表

　四　指導要録，その写し及び抄本並びに出席簿及び健康診断に関する表簿

　五　入学者の選抜及び成績考査に関する表簿

六　資産原簿，出納簿及び経費の予算決算についての帳簿並びに図書機械器具，標本，模型等の

教具の目録

　七　往復文書処理簿

２　前項の表簿（第 12 条の 3 第 2 項の抄本又は写しを除く。）は，別に定めるもののほか，5 年間，
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これを保存しなければならない。ただし，指導要録及びその写しのうち入学，卒業等の学籍に関

する記録については，その保存期間は，20 年間とする。

３　学校教育法施行令第 31 条の規定により指導要録及びその写しを保存しなければならない期間

は，前項のこれらの書類の保存期間から当該学校においてこれらの書類を保存していた期間を控

除した期間とする。

　　　　　（略）

　〔修了又は卒業の認定〕

第27条　小学校において，各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たっては，児童の平素の成績

を評価して，これを定めなければならない。

　〔卒業証書〕

第28条　校長は，小学校の全課程を修了したと認めた者には，卒業証書を授与しなければならない。

　　　　　（略）

　〔学　年〕

第44条　小学校の学年は，4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31 日に終る。

　　　　　（略）

　〔授業終始の時刻〕

第46条　授業終始の時刻は，校長が，これを定める。

　〔公立小学校の休業日〕

第47条　公立小学校における休業日は，次のとおりとする。ただし，第三号に掲げる日を除き，特

別の必要がある場合は，この限りでない。

　一　国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する日

　二　日曜日及び土曜日

　三　学校教育法施行令第 29 条の規定により教育委員会が定める日

　〔私立小学校の学期及び休業日〕

第47条の２　私立小学校における学期及び休業日は，当該学校の学則で定める。

第48条　非常変災その他急迫の事情があるときは，校長は，臨時に授業を行わないことができる。

　この場合において，公立小学校についてはこの旨を教育委員会に報告しなければならない。

　　　　　（略）

　〔入学者の選抜〕

第59条　高等学校の入学は，第 54 条の 6 の規定により送付された調査書その他必要な書類，選抜

のための学力検査（以下本条中「学力検査」という。）の成績等を資料として行う入学者の選抜

に基づいて，校長が，これを許可する。

２　学力検査は，特別の事情のあるときは，これを行わないことができる。
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　　　　　（略）

　〔編入学の資格〕

第60条　第 1 学年の途中又は第 2 学年以上に入学を許可される者は，相当年齢に達し，当該学年

に在学する者と同等以上の学力があると認められた者とする。

　〔転学・転籍〕

第61条　他の高等学校に転学を志望する生徒のあるときは，校長は，その事由を具し，生徒の在学

証明書その他必要な書類を転学先の校長に送付しなければならない。転学先の校長は，教育上支

障がない場合には，転学を許可することができる。

　　　　　（略）

　〔休学・退学〕

第62条　生徒が，休学又は退学をしようとするときは，校長の許可を受けなければならない。

　〔入学資格に関し中学校卒業者と同等以上と認められる者〕

第63条　学校教育法第 47 条の規定により，高等学校入学に関し，中学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者は，次の各号の一に該当する者とする。

　一　外国において，学校教育における 9 年の課程を修了した者

二　文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該

課程を修了した者

　三　文部科学大臣の指定した者

四　就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和４１年文部省令第３６号）により，

中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認定された者

　五　その他高等学校において，中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

　　　　　（略）

　〔大学等における学習成果の単位認定〕

第63条の４　校長は，教育上有益と認めるときは，当該校長の定めるところにより，生徒が行う次

に掲げる学修を当該生徒の在学する高等学校における科目の履修とみなし，当該科目の単位を与

えることができる。

一　大学，高等専門学校又は専修学校の高等課程若しくは専門課程における学修その他の教育施

設等における学修で文部科学大臣が別に定めるもの

　二　知識及び技能に関する審査で文部科学大臣が別に定めるものに係る学修

三　ボランティア活動その他の継続的に行われる活動（当該生徒の在学する高等学校の教育活動

として行われるものを除く。）に係る学修で文部科学大臣が別に定めるもの

　〔準用規定〕

第65条　（略）
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３　校長は，特別の必要があり，かつ，教育上支障がないときは，第 1 項において準用する第 44

条に規定する学年の途中においても，学期の区分に従い，入学（第 60 条に規定する入学を除く。）

を許可し並びに各学年の課程の修了及び卒業を認めることができる。

　〔設置基準〕

第65条の２　中等教育学校の設置基準は，この章に定めるもののほか，別にこれを定める。

　〔設備，編制及び学科〕

第65条の３　中等教育学校の前期課程の設備，編制その他設置に関する事項については，中学校設

置基準の規定を準用する。

２　中等教育学校の後期課程の設備，編成，学科の種類その他設置に関する事項については，高等

学校設置基準の規定を準用する。

　〔授業時数〕

第65条の４　次条第 1 項において準用する第 53 条に規定する中等教育学校の前期課程の各学年に

おける必修教科，道徳，特別活動及び総合的な学習の時間のそれぞれの授業時数，各学年におけ

る選択教科等に充てる授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第 3 の 2 に

定める授業時数を標準とする。

　〔前期課程の教育課程〕

第65条の５　中等教育学校の前期課程の教育課程については，第 24 条第 2 項，第 26 条の 2，第

26 条の 3 及び第 53 条の規定並びに第 54 条の 2 の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校

学習指導要領の規定を準用する。この場合において，第 26 条の 2 及び第 26 条の 3 中「第 24

条第 1 項，第 24 条の 2 又は第 25 条」とあるのは，「第 65 条の 4 又は第 65 条の 5 第 1 項にお

いて準用する第 53 条若しくは第 54 条の 2 の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習

指導要領」と読み替えるものとする。

２　中等教育学校の後期課程の教育課程については，第 57 条，第 57 条の 3 及び第 57 条の 4 の

規定並びに第 57 条の 2 の規定に基づき文部科学大臣が公示する高等学校学習指導要領の規定を

準用する。この場合において，第 57 条の 3 中「前２条」とあり，及び第 57 条の 4 中「第 57

条又は第 57 条の 2」とあるのは，「第 65 条の 5 第 2 項において準用する第 57 条又は第 57 条

の 2 の規定に基づき文部科学大臣が公示する高等学校学習指導要領」と読み替えるものとする。

　〔教育課程の基準の特例〕

第65条の 6　中等教育学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基準の

特例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

　〔入　学〕

第65条の 7　中等教育学校の入学は，設置者の定めるところにより，校長が，これを許可する。

２　前項の場合において，公立の中等教育学校については，学力検査を行わないものとする。
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　〔後期課程の通信制の課程〕

第65条の 8　中等教育学校の後期課程の通信制の課程の設備，編制その他に関し必要な事項は，こ

の章に定めるもののほか，高等学校通信教育規程の規定を準用する。

　〔学年による教育課程の区分を設けない場合〕

第65条の 9　次条第 3 項において準用する第 64 条の 3 第 1 項の規定により学年による教育課程の

区分を設けない場合における入学等に関する特例その他必要な事項は，単位制高等学校教育規程

の規定を準用する。

　〔準用規定〕

第65条の10　第 22 条の 2 から第 22 条の 4 まで，第 22 条の 6，第 23 条の 2，第 23 条の 3，第 26 条，

第 27 条，第 28 条，第 44 条，第 46 条から第 49 条まで，第 52 条の 2，第 52 条の 3，第 56 条の 3，

第 60 条及び第 62 条の規定は，中等教育学校に，これを準用する。

２　第 54 条の 6 の規定は，中等教育学校の前期課程に，これを準用する。

３　第 56 条の 2，第 58 条，第 61 条，第 61 条の 2，第 63 条の 2 から第 63 条の 6 まで，第 64

条第 2 項，第 64 条の 2，第 64 条の 3 第 1 項及び第 65 条第 2 項の規定は，中等教育学校の後

期課程に，これを準用する。この場合において，第 63 条の 2 中「第 57 条の 3 又は第 57 条の 4」

とあるのは，「第 65 条の 5 第 2 項において読替えて準用する第 57 条の 3 又は第 57 条の 4」と，

「第 57 条又は第 57 条の 2」とあるのは「第 65 条の 5 第 2 項において準用する第 57 条又は第

57 条の 2 の規定に基づき文部科学大臣が公示する高等学校学習指導要領」と読み替えるものと

する。

　〔教育課程の基準の特例〕

第65条の11　併設型中学校の教育課程については，第 3 章に定めるもののほか，教育課程の基準

の特例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

２　併設型高等学校の教育課程については，第 4 章に定めるもののほか，教育課程の基準の特例と

して文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

　〔教育課程の編成〕

第65条の12　併設型中学校及び併設型高等学校においては，中学校における教育と高等学校におけ

る教育を一貫して施すため，設置者の定めるところにより，教育課程を編成するものとする。

　〔入学者選抜の不実施〕

第65条の13　第 59 条第 1 項の規定にかかわらず，併設型高等学校においては，当該高等学校に係

る併設型中学校の生徒については入学者の選抜は行わないものとする。

　〔準用規定〕

第65条の14　第 65 条の 4 及び第 65 条の 7 の規定は，併設型中学校に，これを準用する。

　〔大学の設置基準〕
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第66条　大学（大学院を含み，短期大学を除く。以下この項において同じ。）の設備，編制，学部

及び学科に関する事項，教員の資格に関する事項，通信教育に関する事項その他大学の設置に関

する事項は，大学設置基準（昭和 31 年文部省令第 28 号），大学通信教育設置基準（昭和 56 年

文部省令第 33 号），大学院設置基準（昭和 49 年文部省令第 28 号）及び専門職大学院設置基準（平

成 15 年文部科学省令第 16 号）の定めるところによる。

２　短期大学の設備，編制，学科，教員の資格，通信教育に関する事項その他短期大学の設置に関

する事項は，短期大学設置基準（昭和 50 年文部省令第 21 号）及び短期大学通信教育設置基準（昭

和 57 年文部省令第 3 号）の定めるところによる。

　〔教授会〕

第66条の 2　教授会は，その定めるところにより，教授会に属する職員のうちの一部の者をもっ

て構成される代議員会 , 専門委員会等（次項において「代議員会等」という。）を置くことがで

きる。

２　教授会は，その定めるところにより，代議員会等の議決をもって，教授会の議決とすることが

できる。

　〔入学等の決定〕

第67条　学生の入学，退学，転学，留学，休学及び卒業は，教授会の議を経て，学長が，これを

定める。

　〔学　位〕

第68条　学位に関する事項は，学位規則（昭和 28 年文部省令第 9 号）の定めるところによる。

　〔修業年限の通算〕

第68条の 2　学校教育法第 55 条の 2 に規定する修業年限の通算は，大学の定めるところにより，

大学設置基準第 31 条第 1 項又は短期大学設置基準第 17 条第 1 項に規定する科目等履修生（大

学の学生以外の者に限る。）として 1 の大学において一定の単位（学校教育法第 56 条の規定に

より入学資格を有した後，修得したものに限る。）を修得した者に対し，大学設置基準第 30 条

第 1 項又は短期大学設置基準第 16 条第 1 項の規定により当該大学に入学した後に修得したもの

とみなすことのできる当該単位数，その修得に要した期間その他大学が必要と認める事項を勘案

して行うものとする。

　〔修業年限の特例による卒業認定の要件〕

第68条の 3　学校教育法第 55 条の 3 に規定する卒業の認定は，次の各号に掲げる要件のすべてに

該当する場合（学生が授業科目の構成等の特別の事情を考慮して文部科学大臣が別に定める課程

に在学する場合を除く。）に限り行うことができる。

一　大学が，学修の成果に係る評価の基準その他の学校教育法第 55 条の 3 に規定する卒業の認

定の基準を定め，それを公表していること。
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二　大学が，大学設置基準第 27 条の 2 に規定する履修科目として登録することができる単位数

の上限を定め，適切に運用していること。

三　学校教育法第 55 条第 1 項に定める学部の課程を履修する学生が，卒業の要件として修得す

べき単位を修得し，かつ，当該単位を優秀な成績をもって修得したと認められること。

　四　学生が，学校教育法第 55 条の 3 に規定する卒業を希望していること。

　〔修業年限が四年を超える学部の在学期間〕

第68条の 4　学校教育法第 55 条第 1 項ただし書の規定により修業年限を 4 年を超えるものとする

学部に在学する学生にあっては，学校教育法第 55 条の 3 の規定により在学すべき期間は，4 年

とする。

　〔在学期間の通算〕

第68条の 5　学校教育法第 55 条の 3 の規定により，1 の大学（短期大学を除く。以下この条にお

いて同じ。）に 3 年以上在学したものに準ずる者を，次の各号の一に該当する者であって，在学

期間が通算して 3 年以上となったものと定める。

一　第 68 条の 3 第一号及び第二号の要件を満たす 1 の大学から他の当該各号の要件を満たす大

学へ転学した者

二　第 68 条の 3 第一号及び第二号の要件を満たす大学を退学した者であって，当該大学におけ

る在学期間以下の期間を別の当該各号の要件を満たす大学の修業年限に通算されたもの

三　第 68 条の 3 第一号及び第二号の要件を満たす大学を卒業した者であって，当該大学におけ

る修業年限以下の期間を別の当該各号の要件を満たす大学の修業年限に通算されたもの

　〔大学入学に関し，高等学校卒業者と同等者〕

第69条　学校教育法第 56 条第 1 項の規定により，大学入学に関し，高等学校を卒業した者と同等

以上の学力があると認められる者は，次の各号の一に該当する者とする。

一　外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定した者

二　文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者

三　専修学校の高等課程（修業年限が 3 年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者

四　文部科学大臣の指定した者

五　高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規程）に

よる大学入学資格検定（以下「旧検定」という。）に合格した者を含む。）

六　学校教育法第 56 条第 2 項の規定により大学に入学した者であって，当該者をその後に入学
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させる大学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

七　大学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学力がある

と認めた者で，18 歳に達したもの

第69条の 2　学校教育法第 56 条第 2 項の規定により学生を入学させる大学は，特に優れた資質を

有すると認めるに当たっては，入学しようとする者の在学する学校の校長の推薦を求める等によ

り，同項の入学に関する制度が適切に運用されるよう工夫を行うものとする。

第69条の 3　学校教育法第 56 条第 2 項の規定により学生を入学させる大学は，同項の入学に関す

る制度の運用の状況について，同法第 69 条の 3 第 1 項に規定する点検及び評価を行い，その結

果を公表しなければならない。

第69条の 4　学校教育法第 56 条第 2 項に規定する文部科学大臣の定める年数は，2 年とする。

第69条の 5　学校教育法第 56 条第 2 項の規定により，高等学校に文部科学大臣が定める年数以上

在学した者に準ずる者を，次の各号の一に該当する者と定める。

一　中等教育学校の後期課程，高等専門学校又は特別支援学校の高等部に 2 年以上在学した者

二　外国において，学校教育における 9 年の課程に引き続く学校教育の課程に 2 年以上在学し

た者

三　文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在学教育施設（高

等学校の課程に相当する課程を有するものとして指定したものを含む。）の当該課程に 2 年以

上在学した者

四　第 69 条第三号の規定により文部科学大臣が別に指定する専修学校の高等課程に同号に規定

する文部科学大臣が定める日以後において 2 年以上在学した者

五　文部科学大臣が指定した者

六　高等学校卒業程度認定試験規則第 4 条に定める試験科目の全部（試験の免除を受けた試験科

目を除く。）について合格点を得た者（旧規程第 4 条に規定する受検科目の全部（旧検定の一

部免除を受けた者については，その免除を受けた科目を除く。）について合格点を得た者を含

む。）で，17 歳に達したもの

　〔専攻科・大学院入学資格に関し大学卒業者と同等以上と認められる者〕

第70条　学校教育法第 57 条第 2 項又は第 67 条第 1 項本文の規定により，大学（短期大学を除く。

以下この項において同じ。）の専攻科又は大学院への入学に関し大学を卒業した者と同等以上の

学力があると認められる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし，第 7 号及び第

8 号については，大学院への入学に係るものに限る。

一　学校教育法第 68 条の 2 第 4 項の規定により学士の学位を授与された者

二　外国において，学校教育における 16 年（医学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，

薬学を履修する博士課程（当該課程に係る研究科の基礎となる学部の修業年限が 6 年であるも
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のに限る。以下同じ。）又は獣医学を履修する博士課程への入学については，18 年）の課程を

修了した者

三　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における 16 年（医学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修

する博士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については，18 年）の課程を修了した

者

四　我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年（医

学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修

する博士課程への入学については，18 年）の課程を修了したとされるものに限る。）を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該課程を修了した者

五　専修学校の専門課程（修業年限が 4 年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者

六　文部科学大臣の指定した者

七　学校教育法第 67 条第 2 項の規定により大学院に入学した者であって，当該者をその後に入

学させる大学院において，大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたも

の

八　大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力があると

認めた者で，22 歳（医学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修する博

士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については，24 歳）に達したもの

２　学校教育法第 57 条第 2 項の規定により，短期大学の専攻科への入学に関し短期大学を卒業し

た者と同等以上の学力があると認められる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　高等専門学校を卒業した者（修業年限を 2 年とする短期大学の専攻科への入学に限る。）

二　専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第 82 条の 10 の規定により大学に編入

学することができるもの（修業年限を 3 年とする短期大学の専攻科への入学については，修業

年限を 3 年以上とする専修学校の専門課程を修了した者に限る。）

三　外国において，学校教育における 14 年（修業年限を 3 年とする短期大学の専攻科への入学

については，15 年）の課程を修了した者

四　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における 14 年（修業年限を 3 年とする短期大学の専攻科への入学については，15

年）の課程を修了した者

五　我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 14 年
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（修業年限を３年とする短期大学の専攻科への入学については，15 年）の課程を修了したとさ

れるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

六　その他短期大学の専攻科において，短期大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者

　〔大学院への入学に関し修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められる者〕

第70条の 2　学校教育法第 67 条第 1 項ただし書の規定により，大学院への入学に関し修士の学位

又は同法第 68 条の 2 第 1 項に規定する文部科学大臣の定める学位を有する者と同等以上の学力

があると認められる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　外国において修士の学位又は専門職学位（学校教育法第 68 条の 2 第 1 項の規定に基づき学

位規則（昭和 28 年文部省令第 9 号）第 5 条の 2 に規定する専門職学位をいう。以下この条に

おいて同じ。）に相当する学位を授与された者

二　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位又は専門

職学位に相当する学位を授与された者

三　我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し，修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

四　文部科学大臣の指定した者

五　大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する者と同等

以上の学力があると認めた者で，24 歳に達したもの

第70条の 3　学校教育法第 67 条第 2 項の規定により学生を入学させる大学は，同項に規定する大

学の定める単位その他必要な事項をあらかじめ公表するなど，同項の入学に関する制度が適切に

運用されるよう配慮するものとする。

第70条の 4　学校教育法第 67 条第 2 項の規定により学生を入学させる大学は，同項の入学に関す

る制度の運用の状況について，同法第 69 条の 3 第 1 項に規定する点検及び評価を行い，その結

果を公表しなければならない。

第70条の 5　学校教育法第 67 条第 2 項に規定する文部科学大臣の定める年数は，3 年（医学を履

修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修する博

士課程への入学については，医学を履修する課程，歯学を履修する課程，薬学を履修する課程の

うち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程に 4

年）とする。

第70条の 6　学校教育法第 67 条第 2 項の規定により，大学に文部科学大臣の定める年数以上在学

した者に準ずる者を，次の各号の一に該当するものと定める。
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一　外国において学校教育における 15 年（医学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，

薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については，16 年）の課程

を修了した者

二　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における 15 年（医学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修

する博士課程又は獣医学を履修する博士課程への入学については，16 年）の課程を修了した

者

三　我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 15 年（医

学を履修する博士課程，歯学を履修する博士課程，薬学を履修する博士課程又は獣医学を履修

する博士課程への入学については，16 年）の課程を修了したとされるものに限る。）を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該課程を修了した者

　〔短期大学を卒業した者の編入学〕

第70条の 7　短期大学を卒業した者は，編入学しようとする大学（短期大学を除く。）の定めると

ころにより，当該大学の修業年限から，卒業した短期大学における修業年限に相当する年数以下

の期間を控除した期間を在学すべき期間として，当該大学に編入学することができる。

２　前項の規定は，外国の短期大学を卒業した者及び外国の短期大学の課程を有するものとして当

該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定する

ものの当該課程を我が国において修了した者（学校教育法第 56 条第 1 項に規定する者に限る。）

について準用する。

第70条の 8　我が国において，外国の大学，大学院又は短期大学の課程を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程に在学した者（大学及び短期大学にあっては学校教育法第 56 条第 1 項に規定する

者に，大学院にあっては同法第 67 条第 1 項に規定する者に限る。）は，転学しようとする大学，

大学院又は短期大学の定めるところにより，それぞれ当該大学，大学院又は短期大学に転学する

ことができる。

　〔公開講座〕

第71条　公開講座に関する事項は，別にこれを定める。

第71条の 2　大学は，学校教育法第 69 条の 3 第 1 項に規定する点検及び評価を行うに当たっては，

同項の趣旨に即し適切な項目を設定するとともに，適当な体制を整えて行うものとする。

第71条の 3　学校教育法第 69 条の 3 第 3 項ただし書に規定する文部科学大臣の定める措置は，次

の各号に掲げるいずれかの措置とする。

一　専門職大学院を置く大学が，外国に主たる事務所を有する法人その他の団体であって，当該
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専門職大学院の課程に係る分野について評価を行うもののうち，適正な評価を行うと国際的に

認められたものとして文部科学大臣が指定した団体から，当該専門職大学院の教育課程，教員

組織その他教育研究活動の状況について定期的に評価を受け，その結果を公表するとともに，

文部科学大臣に報告すること。

二　専門職大学院を置く大学が，学校教育法第 69 条の 3 第 1 項に規定する点検及び評価の結果

のうち，当該専門職大学院に関するものについて，当該大学の職員以外の者による検証を定期

的に行い，その結果を公表するとともに，文部科学大臣に報告すること。

第71条の 4　学校教育法第 69 条の 3 第 2 項の認証評価に係る同法第 69 条の 4 第 1 項の申請は，

大学又は短期大学の学校の種類に応じ，それぞれ行うものとする。

２　学校教育法第 69 条の 3 第 3 項の認証評価に係る同法第 69 条の 4 第 1 項の申請は，専門職大

学院の課程に係る分野ごとに行うものとする。

第71条の 5　学校教育法第 69 条の 4 第 1 項の申請は , 次に掲げる事項を記載した申請書を文部科

学大臣に提出して行うものとする。

　一　名称及び事務所の所在地

二　役員（申請者が人格のない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるものである場合に

おいては，当該代表者又は管理人）の氏名

　三　評価の対象

　四　大学評価基準及び評価方法

　五　評価の実施体制

　六　評価の結果の公表の方法

　七　評価の周期

　八　評価に係る手数料の額

　九　その他評価の実施に関し参考となる事項

２　前項の申請書には，次に掲げる書類を添付するものとする。

　一　定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの

二　申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表（申請の日の属す

る事業年度に設立された法人（申請者が人格のない社団又は財団で代表者又は管理人の定めの

あるものを含む。）にあっては，その設立時における財産目録）

三　申請の日の属する事業年度の前事業年度における大学の教育研究活動等の状況についての評

価の業務の実施状況（当該評価の業務を実施していない場合にあっては，申請の日の属する事

業年度及びその翌事業年度における認証評価の業務に係る実施計画）を記載した書面

　四　認証評価の業務以外の業務を行っている場合には，その業務の種類及び概要を記載した書面

第71条の 6　学校教育法第 69 条の 4 第 3 項に規定する細目は，学校教育法第 69 条の 4 第 2 項に
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規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令（平成 16 年文部科学省令第 7 号）の

定めるところによる。

第71条の 7　学校教育法第 69 条の 4 第 4 項に規定する公表は，刊行物への掲載，インターネット

の利用その他広く周知を図ることができる方法によって行うものとする。

第71条の 8　学校教育法第 69 条の 4 第 5 項に規定する文部科学大臣の定める事項は，第 71 条の

5 第 1 項第一号から第三号まで及び第五号から第八号までに掲げる事項とする。

　〔準用規定〕

第72条　第 28 条及び第 44 条の規定は，大学に，これを準用する。

２　大学は，前項において準用する第 44 条に規定する学年の途中においても，学期の区分に従い，

学生を入学させ及び卒業させることができる。

　〔設置基準〕

第72条の 2　高等専門学校の設備，編制，学科，教育課程，教員の資格に関する事項その他高等専

門学校の設置に関する事項については，高等専門学校設置基準（昭和 36 年文部省令第 23 号）

の定めるところによる。

　〔教務主事・学生主事・寮務主事〕

第72条の 3　高等専門学校には，教務主事及び学生主事を置くものとする。

２　高等専門学校には，寮務主事を置くことができる。

３　教務主事は，校長の命を受け，教育計画の立案その他教務に関することを掌理する。

４　学生主事は，校長の命を受け，学生の厚生補導に関すること（寮務主事を置く高等専門学校に

あっては，寮務主事の所掌に属するものを除く。）を掌理する。

５　寮務主事は，校長の命を受け，寄宿舎における学生の厚生補導に関することを掌理する。

　〔留　学〕

第72条の 4　校長は，教育上有益と認めるときは，学生が外国の高等学校又は大学に留学すること

を許可することができる。

２　校長は，前項の規定により留学することを許可された学生について，高等専門学校設置基準第

20 条第 3 項により準用する同条第 1 項の規定により単位の修得を認定した場合においては，当

該学生について，第 72 条の 7 において準用する第 44 条に規定する学年の途中においても，各

学年の課程の修了又は卒業を認めることができる。

　〔専攻科への入学に関し高等専門学校卒業者と同等以上の学力があると認められる者〕

第72条の 5　学校教育法第 70 条の 6 第 2 項の規定により，高等専門学校の専攻科への入学に関し

高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者は，次の各号のいずれかに該

当する者とする。

　一　短期大学を卒業した者
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二　専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第 82 条の 10 の規定により大学に編入

学することができるもの

三　外国において，学校教育における 14 年の課程を修了した者

四　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における 14 年の課程を修了した者

五　我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 14 年

の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した

者

六　その他高等専門学校の専攻科において，高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力がある

と認めた者

　〔高等専門学校を卒業した者の編入学〕

第72条の 6　高等専門学校を卒業した者は，編入学しようとする大学の定めるところにより，当該

大学の修業年限から，2 年以下の期間を控除した期間を在学すべき期間として，当該大学に編入

学することができる。

　〔準用規定〕

第72条の 7　第 27 条，第 28 条，第 44 条，第 46 条から第 47 条の 2 まで，第 59 条第 1 項及び第 2 項，

第 60 条，第 61 条第 1 項，第 62 条，第 63 条，第 65 条第 3 項，第 71 条，第 71 条の 2 並び

に第 71 条の 5 から第 71 条の 8 までの規定は，高等専門学校に，これを準用する。

　　　　　（以下略）

5) 私立学校法

( 昭和24年12月15日 ）　
法 律 第 2 7 0 号　　

最終改正　平成 19 年 6 月 27 日　法律第 96 号

　（この法律の目的）

第 1 条　この法律は，私立学校の特性にかんがみ，その自主性を重んじ，公共性を高めることによっ

て，私立学校の健全な発達を図ることを目的とする。

　（定義）

第 2 条　この法律において「学校」とは，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定す

る学校をいう。

2　この法律において，「専修学校」とは学校教育法第 82 条の 2 に規定する専修学校をいい，「各
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種学校」とは同法第 83 条第 1 項に規定する各種学校をいう。

3　この法律において「私立学校」とは，学校法人の設置する学校をいう。

第 3 条　この法律において「学校法人」とは，私立学校の設置を目的として，この法律の定めると

ころにより設立される法人をいう。

　（所轄庁）

第 4 条　この法律中「所轄庁」とあるのは，第一号，第三号及び第五号に掲げるものにあっては文

部科学大臣とし，第二号及び第四号に掲げるものにあっては都道府県知事とする。

　一　私立大学及び私立高等専門学校

　二　前号に掲げる私立学校以外の私立学校並びに私立専修学校及び私立各種学校

　三　第一号に掲げる私立学校を設置する学校法人

　四　第二号に掲げる私立学校を設置する学校法人及び第 64 条第 4 項の法人

五　第一号に掲げる私立学校と第二号に掲げる私立学校，私立専修学校又は私立各種学校とを併

せて設置する学校法人

　（学校教育法の特例）

第 5 条　私立学校には，学校教育法第 14 条の規定は，適用しない。

　（私立学校審議会又は大学設置・学校法人審議会に対する諮問）

第 8 条　都道府県知事は，私立大学及び私立高等専門学校以外の私立学校について，学校教育法第

4 条第 1 項又は第 13 条に規定する事項を行う場合においては，あらかじめ，私立学校審議会の

意見を聴かなければならない。

２　文部科学大臣は，私立大学又は私立高等専門学校について，学校教育法第 4 条第 1 項又は第

13 条に規定する事項（同法第 60 条の 2 の規定により諮問すべきこととされている事項を除く。）

を行う場合においては，あらかじめ，同法第 60 条の 2 に規定する審議会等の意見を聴かなけれ

ばならない。

　　　　　（以下略）
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6) 大学への編入学に係る専修学校の専門課程の総授業時数を定める件

( 平成 10 年 8 月 14 日 )　文部省告示第 125 号　　

　学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 77 条の 8 第 1 項第二号の規定に基づき，

専修学校の専門課程を修了した者が大学へ編入学できる専修学校の専門課程の総授業時数を次のよ

うに定める。

　課程の修了に必要な総授業時数が 1,700 時間以上であること



資料３ 　個人情報保護に関する法律
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□　個人情報の保護に関する法律

( 平成 15 年 5 月 30 日 )　法 律 第 5 7 号　　

最終改正　平成 15 年 7 月 16 日　法律第 119 号　

目　次

　第１章　総則（第１条－第３条）

　第２章　国及び地方公共団体の責務等（第４条－第６条）

　第３章　個人情報の保護に関する施策等

　　第１節　個人情報の保護に関する基本方針（第７条）

　　第２節　国の施策（第８条－第 10 条）

　　第３節　地方公共団体の施策（第 11 条－第 13 条）

　　第４節　国及び地方公共団体の協力（第 14 条）

　第４章　個人情報取扱事業者の義務等

　　第１節　個人情報取扱事業者の義務（第 15 条－第 36 条）

　　第２節　民間団体による個人情報の保護の推進（第 37 条－第 49 条）

　第５章　雑則（第 50 条－第 55 条）

　第６章　罰則（第 56 条－第 59 条）

附　則

　　　第１章　総　　則

　（目　的）

第１条　この法律は，高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに

かんがみ，個人情報の適正な取扱いに関し，基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個

人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め，国及び地方公共団体の責務等を明らかにす

るとともに，個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより，個人情報の有

用性に配慮しつつ，個人の権利利益を保護することを目的とする。

　（定　義）

第２条　この法律において「個人情報」とは，生存する個人に関する情報であって，当該情報に含

まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報

と容易に照合することができ，それにより特定の個人を識別することができることとなるものを

含む。）をいう。

２　この法律において「個人情報データベース等」とは，個人情報を含む情報の集合物であって，
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次に掲げるものをいう。

　一　特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの

二　前号に掲げるもののほか，特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構

成したものとして政令で定めるもの

３　この法律において「個人情報取扱事業者」とは，個人情報データベース等を事業の用に供して

いる者をいう。ただし，次に掲げる者を除く。

　一　国の機関

　二　地方公共団体

三　独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律

第 59 号）第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）

四　地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 2 条第 1 項に規定

する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）

五　その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないも

のとして政令で定める者

４　この法律において「個人データ」とは，個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。

５　この法律において「保有個人データ」とは，個人情報取扱事業者が，開示，内容の訂正，追加

又は削除，利用の停止，消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人デー

タであって，その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして政令

で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に消去することとなるもの以外のものをい

う。

６　この法律において個人情報について「本人」とは，個人情報によって識別される特定の個人を

いう。

　（基本理念）

第３条　個人情報は，個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかん

がみ，その適正な取扱いが図られなければならない。

　　第２章　国及び地方公共団体の責務等

　（国の責務）

第４条　国は，この法律の趣旨にのっとり，個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策

を総合的に策定し，及びこれを実施する責務を有する。

　（地方公共団体の責務）

第５条　地方公共団体は，この法律の趣旨にのっとり，その地方公共団体の区域の特性に応じて，

個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策定し，及びこれを実施する責務を有す

る。
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　（法制上の措置等）

第６条　政府は，個人情報の性質及び利用方法にかんがみ，個人の権利利益の一層の保護を図るた

め特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について，保護のための格

別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。

　　第３章　個人情報の保護に関する施策等

　　第１節　個人情報の保護に関する基本方針

第７条　政府は，個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため，個人情報の

保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。

２　基本方針は，次に掲げる事項について定めるものとする。

　一　個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向

　二　国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項

　三　地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項

　四　独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項

五　地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項

六　個人情報取扱事業者及び第 40 条第 1 項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべき個人情

報の保護のための措置に関する基本的な事項

　七　個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項

　八　その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項

３　内閣総理大臣は，国民生活審議会の意見を聴いて，基本方針の案を作成し，閣議の決定を求め

なければならない。

４　内閣総理大臣は，前項の規定による閣議の決定があったときは，遅滞なく，基本方針を公表し

なければならない。

５　前２項の規定は，基本方針の変更について準用する。

　　第２節　国の施策

　（地方公共団体等への支援）

第８条　国は，地方公共団体が策定し，又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国民又は事

業者等が個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため，情報の提供，事業者

等が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定その他の必要な措置を講ずるも

のとする。

　（苦情処理のための措置）

第９条　国は，個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速な処理を

図るために必要な措置を講ずるものとする。

　（個人情報の適正な取扱いを確保するための措置）
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第10条　国は，地方公共団体との適切な役割分担を通じ，次章に規定する個人情報取扱事業者によ

る個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。

　　第３節　地方公共団体の施策

　（地方公共団体等が保有する個人情報の保護）

第11条　地方公共団体は，その保有する個人情報の性質，当該個人情報を保有する目的等を勘案し，

その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければ

ならない。

２　地方公共団体は，その設立に係る地方独立行政法人について，その性格及び業務内容に応じ，

その保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければ

ならない。

　（区域内の事業者等への支援）

第12条　地方公共団体は，個人情報の適正な取扱いを確保するため，その区域内の事業者及び住民

に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

　（苦情の処理のあっせん等）

第13条　地方公共団体は，個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切かつ迅

速に処理されるようにするため，苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。

　　第４節　国及び地方公共団体の協力

第14条　国及び地方公共団体は，個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき，相協力するものと

する。

　　第４章　個人情報取扱事業者の義務等

　　第１節　個人情報取扱事業者の義務

　（利用目的の特定）

第15条　個人情報取扱事業者は，個人情報を取り扱うに当たっては，その利用の目的（以下「利用

目的」という。）をできる限り特定しなければならない。

２　個人情報取扱事業者は，利用目的を変更する場合には，変更前の利用目的と相当の関連性を有

すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。

　（利用目的による制限）

第16条　個人情報取扱事業者は，あらかじめ本人の同意を得ないで，前条の規定により特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて，個人情報を取り扱ってはならない。

２　個人情報取扱事業者は，合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継する

ことに伴って個人情報を取得した場合は，あらかじめ本人の同意を得ないで，承継前における当

該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて，当該個人情報を取り扱ってはならない。
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３　前２項の規定は，次に掲げる場合については，適用しない。

　一　法令に基づく場合

二　人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得ることが

困難であるとき

三　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって，本人の

同意を得ることが困難であるとき

四　国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって，本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがあるとき

　（適正な取得）

第17条　個人情報取扱事業者は，偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。

　（取得に際しての利用目的の通知等）

第18条　個人情報取扱事業者は，個人情報を取得した場合は，あらかじめその利用目的を公表して

いる場合を除き，速やかに，その利用目的を，本人に通知し，又は公表しなければならない。

２　個人情報取扱事業者は，前項の規定にかかわらず，本人との間で契約を締結することに伴って

契約書その他の書面（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を

取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は，あら

かじめ，本人に対し，その利用目的を明示しなければならない。ただし，人の生命，身体又は財

産の保護のために緊急に必要がある場合は，この限りでない。

３　個人情報取扱事業者は，利用目的を変更した場合は，変更された利用目的について，本人に通

知し，又は公表しなければならない。

４　前３項の規定は，次に掲げる場合については，適用しない。

一　利用目的を本人に通知し，又は公表することにより本人又は第三者の生命，身体，財産その

他の権利利益を害するおそれがある場合

二　利用目的を本人に通知し，又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利又は正当

な利益を害するおそれがある場合

三　国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある

場合であって，利用目的を本人に通知し，又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及

ぼすおそれがあるとき

　四　取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合

　（データ内容の正確性の確保）

第19条　個人情報取扱事業者は，利用目的の達成に必要な範囲内において，個人データを正確かつ
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最新の内容に保つよう努めなければならない。

　（安全管理措置）

第20条　個人情報取扱事業者は，その取り扱う個人データの漏えい，滅失又はき損の防止その他の

個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。

　（従業者の監督）

第21条　個人情報取扱事業者は，その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては，当該個人

データの安全管理が図られるよう，当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければなら

ない。

　（委託先の監督）

第22条　個人情報取扱事業者は，個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は，その取扱

いを委託された個人データの安全管理が図られるよう，委託を受けた者に対する必要かつ適切な

監督を行わなければならない。

　（第三者提供の制限）

第23条　個人情報取扱事業者は，次に掲げる場合を除くほか，あらかじめ本人の同意を得ないで，

個人データを第三者に提供してはならない。

　一　法令に基づく場合

二　人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得ることが

困難であるとき

三　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって，本人の

同意を得ることが困難であるとき

四　国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合であって，本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがあるとき

２　個人情報取扱事業者は，第三者に提供される個人データについて，本人の求めに応じて当該本

人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって，次に掲げ

る事項について，あらかじめ，本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき

は，前項の規定にかかわらず，当該個人データを第三者に提供することができる。

　一　第三者への提供を利用目的とすること

　二　第三者に提供される個人データの項目

　三　第三者への提供の手段又は方法

　四　本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること

３　個人情報取扱事業者は，前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は，変更する内容

について，あらかじめ，本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。
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４　次に掲げる場合において，当該個人データの提供を受ける者は，前３項の規定の適用について

は，第三者に該当しないものとする。

一　個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又

は一部を委託する場合

　二　合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合

三　個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって，その旨並びに共同して利用

される個人データの項目，共同して利用する者の範囲，利用する者の利用目的及び当該個人デー

タの管理について責任を有する者の氏名又は名称について，あらかじめ，本人に通知し，又は

本人が容易に知り得る状態に置いているとき

５　個人情報取扱事業者は，前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理に

ついて責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は，変更する内容について，あらかじ

め，本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。

　（保有個人データに関する事項の公表等）

第24条　個人情報取扱事業者は，保有個人データに関し，次に掲げる事項について，本人の知り得

る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければならない。

　一　当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称

二　すべての保有個人データの利用目的（第 18 条第 4 項第一号から第三号までに該当する場合

を除く。）

三　次項，次条第 1 項，第 26 条第 1 項又は第 27 条第 1 項若しくは第 2 項の規定による求めに

応じる手続（第 30 条第 2 項の規定により手数料の額を定めたときは，その手数料の額を含む。）

四　前三号に掲げるもののほか，保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事項として

政令で定めるもの

２　個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を

求められたときは，本人に対し，遅滞なく，これを通知しなければならない。ただし，次の各号

のいずれかに該当する場合は，この限りでない。

　一　前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合

　二　第 18 条第 4 項第一号から第三号までに該当する場合

３　個人情報取扱事業者は，前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しな

い旨の決定をしたときは，本人に対し，遅滞なく，その旨を通知しなければならない。

　（開　示）

第25条　個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人が識別される保有個人データの開示（当該

本人が識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）

を求められたときは，本人に対し，政令で定める方法により，遅滞なく，当該保有個人データを



280

開示しなければならない。ただし，開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は，

その全部又は一部を開示しないことができる。

　一　本人又は第三者の生命，身体，財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

　二　当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合

　三　他の法令に違反することとなる場合

２　個人情報取扱事業者は，前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部につい

て開示しない旨の決定をしたときは，本人に対し，遅滞なく，その旨を通知しなければならない。

３　他の法令の規定により，本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により当該本人

が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合には，当該全部又

は一部の保有個人データについては，同項の規定は，適用しない。

　（訂正等）

第26条　個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人が識別される保有個人データの内容が事実で

ないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正，追加又は削除（以下この条において

「訂正等」という。）を求められた場合には，その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特

別の手続が定められている場合を除き，利用目的の達成に必要な範囲内において，遅滞なく必要

な調査を行い，その結果に基づき，当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。

２　個人情報取扱事業者は，前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全部若しくは

一部について訂正等を行ったとき，又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは，本人に対し，

遅滞なく，その旨（訂正等を行ったときは，その内容を含む。）を通知しなければならない。

　（利用停止等）

第27条　個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人が識別される保有個人データが第 16 条の規

定に違反して取り扱われているという理由又は第 17 条の規定に違反して取得されたものである

という理由によって，当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条において「利用停

止等」という。）を求められた場合であって，その求めに理由があることが判明したときは，違

反を是正するために必要な限度で，遅滞なく，当該保有個人データの利用停止等を行わなければ

ならない。ただし，当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停

止等を行うことが困難な場合であって，本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき

措置をとるときは，この限りでない。

２　個人情報取扱事業者は，本人から，当該本人が識別される保有個人データが第 23 条第 1 項の

規定に違反して第三者に提供されているという理由によって，当該保有個人データの第三者への

提供の停止を求められた場合であって，その求めに理由があることが判明したときは，遅滞なく，

当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。ただし，当該保有個人データ

の第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困
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難な場合であって，本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは，

この限りでない。

３　個人情報取扱事業者は，第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部

について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき，又は前項

の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止し

たとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは，本人に対し，遅滞なく，そ

の旨を通知しなければならない。

　（理由の説明）

第28条　個人情報取扱事業者は，第 24 条第 3 項，第 25 条第 2 項，第 26 条第 2 項又は前条第 3

項の規定により，本人から求められた措置の全部又は一部について，その措置をとらない旨を通

知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は，本人に対し，その理由を説明

するよう努めなければならない。

　（開示等の求めに応じる手続）

第29条　個人情報取扱事業者は，第 24 条第 2 項，第 25 条第 1 項，第 26 条第 1 項又は第 27 条第

1 項若しくは第 2 項の規定による求め（以下この条において「開示等の求め」という。）に関し，

政令で定めるところにより，その求めを受け付ける方法を定めることができる。この場合におい

て，本人は，当該方法に従って，開示等の求めを行わなければならない。

２　個人情報取扱事業者は，本人に対し，開示等の求めに関し，その対象となる保有個人データを

特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において，個人情報取扱事業者は，

本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう，当該保有個人データの特定に資す

る情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。

３　開示等の求めは，政令で定めるところにより，代理人によってすることができる。

４　個人情報取扱事業者は，前３項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定めるに当たって

は，本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。

　（手数料）

第30条　個人情報取扱事業者は，第 24 条第 2 項の規定による利用目的の通知又は第 25 条第 1 項

の規定による開示を求められたときは，当該措置の実施に関し，手数料を徴収することができる。

２　個人情報取扱事業者は，前項の規定により手数料を徴収する場合は，実費を勘案して合理的で

あると認められる範囲内において，その手数料の額を定めなければならない。

　（個人情報取扱事業者による苦情の処理）

第31条　個人情報取扱事業者は，個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけ

ればならない。

２　個人情報取扱事業者は，前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならな
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い。

　（報告の徴収）

第32条　主務大臣は，この節の規定の施行に必要な限度において，個人情報取扱事業者に対し，個

人情報の取扱いに関し報告をさせることができる。

　（助　言）

第33条　主務大臣は，この節の規定の施行に必要な限度において，個人情報取扱事業者に対し，個

人情報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。

　（勧告及び命令）

第34条　主務大臣は，個人情報取扱事業者が第 16 条から第 18 条まで，第 20 条から第 27 条まで

又は第 30 条第 2 項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護するため必要があると

認めるときは，当該個人情報取扱事業者に対し，当該違反行為の中止その他違反を是正するため

に必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。

２　主務大臣は，前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくてその勧

告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫していると認める

ときは，当該個人情報取扱事業者に対し，その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることがで

きる。

３　主務大臣は，前 2 項の規定にかかわらず，個人情報取扱事業者が第 16 条，第 17 条，第 20 条か

ら第 22 条まで又は第 23 条第 1 項の規定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する

事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは，当該個人情報取扱事業者に対し，当

該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

　（主務大臣の権限の行使の制限）

第35条　主務大臣は，前３条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収，助言，勧告又は

命令を行うに当たっては，表現の自由，学問の自由，信教の自由及び政治活動の自由を妨げては

ならない。

２　前項の規定の趣旨に照らし，主務大臣は，個人情報取扱事業者が第 50 条第 1 項各号に掲げる

者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対して個人情報を提

供する行為については，その権限を行使しないものとする。

　（主務大臣）

第36条　この節の規定における主務大臣は，次のとおりとする。ただし，内閣総理大臣は，この節

の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は，個人情報取扱事業者が行う個人情報の取

扱いのうち特定のものについて，特定の大臣又は国家公安委員会（以下「大臣等」という。）を

主務大臣に指定することができる。

一　個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち雇用管理に関するものについては，厚生
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労働大臣（船員の雇用管理に関するものについては，国土交通大臣）及び当該個人情報取扱事

業者が行う事業を所管する大臣等

二　個人情報取扱事業者が行う個人情報の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のものについて

は，当該個人情報取扱事業者が行う事業を所管する大臣等

２　内閣総理大臣は，前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは，その旨を公示しなけ

ればならない。

３　各主務大臣は，この節の規定の施行に当たっては，相互に緊密に連絡し，及び協力しなければ

ならない。

　　第２節　民間団体による個人情報の保護の推進

　（認　定）

第37条　個人情報取扱事業者の個人情報の適正な取扱いの確保を目的として次に掲げる業務を行お

うとする法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。次条第三号ロにお

いて同じ。）は，主務大臣の認定を受けることができる。

一　業務の対象となる個人情報取扱事業者（以下「対象事業者」という。）の個人情報の取扱い

に関する第 42 条の規定による苦情の処理

　二　個人情報の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情報の提供

　三　前二号に掲げるもののほか，対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な業務

２　前項の認定を受けようとする者は，政令で定めるところにより，主務大臣に申請しなければな

らない。

３　主務大臣は，第一項の認定をしたときは，その旨を公示しなければならない。

　（欠格条項）

第38条　次の各号のいずれかに該当する者は，前条第１項の認定を受けることができない。

一　この法律の規定により刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者

　二　第 48 条第 1 項の規定により認定を取り消され，その取消しの日から２年を経過しない者

三　その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表者又は管

理人を含む。以下この条において同じ。）のうちに，次のいずれかに該当する者があるもの

イ　禁錮以上の刑に処せられ，又はこの法律の規定により刑に処せられ，その執行を終わり，又

は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

ロ　第 48 条第 1 項の規定により認定を取り消された法人において，その取消しの日前 30 日以

内にその役員であった者でその取消しの日から２年を経過しない者

　（認定の基準）

第39条　主務大臣は，第 37 条第 1 項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合していると認める
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ときでなければ，その認定をしてはならない。

一　第 37 条第 1 項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方法が定めら

れているものであること

二　第 37 条第 1 項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並びに経理的

基礎を有するものであること

三　第 37 条第 1 項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には，その業務を行うことに

よって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること

　（廃止の届出）

第40条　第 37 条第 1 項の認定を受けた者（以下「認定個人情報保護団体」という。）は，その認

定に係る業務（以下「認定業務」という。）を廃止しようとするときは，政令で定めるところに

より，あらかじめ，その旨を主務大臣に届け出なければならない。

２　主務大臣は，前項の規定による届出があったときは，その旨を公示しなければならない。

　（対象事業者）

第41条　認定個人情報保護団体は，当該認定個人情報保護団体の構成員である個人情報取扱事業者

又は認定業務の対象となることについて同意を得た個人情報取扱事業者を対象事業者としなけれ

ばならない。

２　認定個人情報保護団体は，対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。

　（苦情の処理）

第42条　認定個人情報保護団体は，本人等から対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情につい

て解決の申出があったときは，その相談に応じ，申出人に必要な助言をし，その苦情に係る事情

を調査するとともに，当該対象事業者に対し，その苦情の内容を通知してその迅速な解決を求め

なければならない。

２　認定個人情報保護団体は，前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認めるときは，

当該対象事業者に対し，文書若しくは口頭による説明を求め，又は資料の提出を求めることがで

きる。

３　対象事業者は，認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは，正当な理由

がないのに，これを拒んではならない。

　（個人情報保護指針）

第43条　認定個人情報保護団体は，対象事業者の個人情報の適正な取扱いの確保のために，利用目

的の特定，安全管理のための措置，本人の求めに応じる手続その他の事項に関し，この法律の規

定の趣旨に沿った指針（以下「個人情報保護指針」という。）を作成し，公表するよう努めなけ

ればならない。

２　認定個人情報保護団体は，前項の規定により個人情報保護指針を公表したときは，対象事業者
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に対し，当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導，勧告その他の措置をとるよう努め

なければならない。

　（目的外利用の禁止）

第44条　認定個人情報保護団体は，認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務の用に供する

目的以外に利用してはならない。

　（名称の使用制限）

第45条　認定個人情報保護団体でない者は，認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわし

い名称を用いてはならない。

　（報告の徴収）

第46条　主務大臣は，この節の規定の施行に必要な限度において，認定個人情報保護団体に対し，

認定業務に関し報告をさせることができる。

　（命　令）

第47条　主務大臣は，この節の規定の施行に必要な限度において，認定個人情報保護団体に対し，

認定業務の実施の方法の改善，個人情報保護指針の変更その他の必要な措置をとるべき旨を命ず

ることができる。

　（認定の取消し）

第48条　主務大臣は，認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは，その認定を

取り消すことができる。

　一　第 38 条第一号又は第三号に該当するに至ったとき

　二　第 39 条各号のいずれかに適合しなくなったとき

　三　第 44 条の規定に違反したとき

　四　前条の命令に従わないとき

　五　不正の手段により第 37 条第 1 項の認定を受けたとき

２　主務大臣は，前項の規定により認定を取り消したときは，その旨を公示しなければならない。

　（主務大臣）

第49条　この節の規定における主務大臣は，次のとおりとする。ただし，内閣総理大臣は，この節

の規定の円滑な実施のため必要があると認める場合は，第 37 条第 1 項の認定を受けようとする

者のうち特定のものについて，特定の大臣等を主務大臣に指定することができる。

一　設立について許可又は認可を受けている認定個人情報保護団体（第 37 条第 1 項の認定を受

けようとする者を含む。次号において同じ。）については，その設立の許可又は認可をした大

臣等

二　前号に掲げるもの以外の認定個人情報保護団体については，当該認定個人情報保護団体の対

象事業者が行う事業を所管する大臣等
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２　内閣総理大臣は，前項ただし書の規定により主務大臣を指定したときは，その旨を公示しなけ

ればならない。

　　第５章　雑　　則

　（適用除外）

第50条　個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については，その個人情報を取り扱う目的

の全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは，前章の規定は，適用しない。

一　放送機関，新聞社，通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。）　報道の用

に供する目的

　二　著述を業として行う者　著述の用に供する目的

三　大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者　学術研究の用

に供する目的

　四　宗教団体　宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的

　五　政治団体　政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的

２　前項第一号に規定する「報道」とは，不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実として知

らせること（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む。）をいう。

３　第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者は，個人データの安全管理のために必要かつ適切な措

置，個人情報の取扱いに関する苦情の処理その他の個人情報の適正な取扱いを確保するために必

要な措置を自ら講じ，かつ，当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。

　（地方公共団体が処理する事務）

第51条　この法律に規定する主務大臣の権限に属する事務は，政令で定めるところにより，地方公

共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。

　（権限又は事務の委任）

第52条　この法律により主務大臣の権限又は事務に属する事項は，政令で定めるところにより，そ

の所属の職員に委任することができる。

　（施行の状況の公表）

第53条　内閣総理大臣は，関係する行政機関（法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を

除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関，内閣府，宮内庁，内閣府設置法（平成 11 年法律

第 89 号）第 49 条第 1 項及び第 2 項に規定する機関並びに国家行政組織法（昭和 23 年法律第

120 号）第 3 条第 2 項に規定する機関をいう。次条において同じ。）の長に対し，この法律の施

行の状況について報告を求めることができる。

２　内閣総理大臣は，毎年度，前項の報告を取りまとめ，その概要を公表するものとする。

　（連絡及び協力）

第54条　内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長は，相互に緊密に連絡し，及び
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協力しなければならない。

　（政令への委任）

第55条　この法律に定めるもののほか，この法律の実施のため必要な事項は，政令で定める。

　　第６章　罰　　則

第56条　第 34 条第 2 項又は第 3 項の規定による命令に違反した者は，6 月以下の懲役又は 30 万

円以下の罰金に処する。

第57条　第 32 条又は第 46 条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者は，30 万円以下

の罰金に処する。

第58条　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項において

同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人又は人の業

務に関して，前 2 条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人に対しても，

各本条の罰金刑を科する。

２　法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には，その代表者又は管理人が，その訴

訟行為につき法人でない団体を代表するほか，法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に

関する法律の規定を準用する。

第59条　次の各号のいずれかに該当する者は，10 万円以下の過料に処する。

　一　第 40 条第 1 項の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者

　二　第 45 条の規定に違反した者

　　附　　則　　抄

　（施行期日）

第１条　この法律は，公布の日から施行する。ただし，第 4 章から第 6 章まで及び附則第 2 条か

ら第 6 条までの規定は，公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。

　（本人の同意に関する経過措置）

第２条　この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において，

その同意が第 15 条第 1 項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱うこ

とを認める旨の同意に相当するものであるときは，第 16 条第 1 項又は第 2 項の同意があったも

のとみなす。

第３条　この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において，

その同意が第 23 条第 1 項の規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当す

るものであるときは，同項の同意があったものとみなす。

　（通知に関する経過措置）

第４条　第 23 条第 2 項の規定により本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置かなけれ
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ばならない事項に相当する事項について，この法律の施行前に，本人に通知されているときは，

当該通知は，同項の規定により行われたものとみなす。

第５条　第 23 条第 4 項第 3 号の規定により本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置か

なければならない事項に相当する事項について，この法律の施行前に，本人に通知されていると

きは，当該通知は，同号の規定により行われたものとみなす。

　（名称の使用制限に関する経過措置）

第６条　この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい名称を用

いている者については，第 45 条の規定は，同条の規定の施行後 6 月間は，適用しない。
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平成１８年度　教務委員会委員

〈平成 18 年 9 月 1 日現在　19 名〉

	 　氏　　　名	 　  短　大　名	 学 内 職 名

　委  員  長	 坂　田　正　二	 広島文化短期大学　理事長

　副委員長	 土　門　久美子	 白梅学園短期大学　企画調整部長

　委　　員	 三　枝　和　也	 山形短期大学　学務課長

　　  〃	 小　林　恵　二	 国際学院埼玉短期大学　教務課長補佐

　　  〃	 勝　田　拓　也	 聖徳大学短期大学部　教務課長

　　  〃	 青　木　弘　美	 青山学院女子短期大学　教務課長代理

　　  〃	 大　嵜　純　子	 大妻女子大学短期大学部　教育支援グループ課長

　　  〃	 畑　原　寿　俊	 昭和女子大学短期大学部　教育支援センター長

　　  〃	 武　政　明　子	 東京家政大学短期大学部　教務部次長

　　  〃	 冨　内　直　樹	 日本体育大学女子短期大学部　学務課長

　　  〃	 大　内　　　泰	 目白大学短期大学部　実習教育支援室長

　　  〃	 毛　利　みはる	 立教女学院短期大学　教務課長代理

　　  〃	 佐　藤　清　彦	 湘北短期大学　教務部長

　　  〃	 久　米　妙　子	 愛知学泉短期大学　教務課サブマネージャー

　　  〃	 山　本　　　将	 岡崎女子短期大学　入試広報部長

　　  〃	 村　瀬　康　弘	 名古屋経済大学短期大学部　教務部長

　　  〃	 式　庄　憲　二	 名古屋短期大学　教務課長

　　  〃	 高　田　美恵子	 華頂短期大学　教学事務部長

　　  〃	 金　川　邦　宏	 広島文化短期大学　学生部次長
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　　  〃	 砂　賀　康　史	 国際学院埼玉短期大学　教務課係長

　　  〃	 勝　田　拓　也	 聖徳大学短期大学部　教務課長

　　  〃	 大　嵜　純　子	 大妻女子大学短期大学部　教育支援グループ課長

　　  〃	 畑　原　寿　俊	 昭和女子大学短期大学部　教育支援センター長
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　　  〃	 金　川　邦　宏	 広島文化短期大学　学生部次長



編　集　後　記

　教務委員会は，平成３年６月の短期大学設置基準の改正を契機に，『短期大学教

務の手引き』（昭和 63 年３月刊行）の全面的な見直し・大幅な修正を行い，平成

６年 10 月に，装いを新たに『短期大学教務必携』として刊行した。

　しかし，その後の国の規制緩和及び高学歴化に伴う生涯学習の中での短期高等

教育機関を巡る法令等の改正が毎年のように行われ，その都度改訂を行ってきた。

本年度も，法，省令，告示等の改正部分の加除，項目の整理，資料の追加，そし

て内容の大幅な見直しを行って第 12 次改訂版として刊行した。

　この改訂版が，机上周辺にあって日常の業務に役立つことを願うとともに，大

方のご批正をいただければ幸いである。

　なお，委員会を構成した前２年間の委員の名簿（各委員の所属・学内職名は該

当年度当時のもの）を記して，各委員の活動に格別のご配慮をいただいた各短期

大学に対して深く謝意を表しておきたい。



短期大学教務必携

平成 19 年 10 月10日

平成 19 年 10 月12日

印刷

発行

編集・発行 日 本 私 立 短 期 大 学 協 会

教 務 委 員 会

〒１０２－００７３ 東京都千代田区九段北４－２－２５
電話 　（０３）３２６１－９０５５

印 刷 有限会社　京　　文　　社
〒１１２－００１２ 東京都文京区大塚６－３２－５

電話 　（０３）３９４３－４２３１



◦本研修会に係る経費の一部は（財）私学研修福祉会『私学教職員研修基金』からの取崩しによってまかなわれています。


